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【１】 令和４年度私立大学関係政府予算に関する要望 
 

 

 

【基本的考え方】 

ポストコロナの新たな大学教育を実現するために 

 

 世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大は、国内外の大学教育に多大な影響を及ぼした。私立大

学は、コロナ禍において顕在化した課題、すなわち、人々の行動様式の変容とともに大学教育のデジ

タル化を進めるなど、新たな学びの方法論を獲得するために、さらなる大学改革を実行していかなく

てはならない。 

 

わが国はかねてから、１）少子高齢化（労働生産人口の減少）とその対応の遅れを要因の一つとす

る経済成長の鈍化、２）グローバル化や情報化の進展への対応の遅れによる国際競争力の衰退、３）

Society5.0を支える多様な人材の確保、４）格差の拡大といった課題を抱えるとともに、SDGsや脱炭

素社会の実現といった全世界規模の課題への取り組みが求められている。こうした社会的背景に加

え、私立大学はコロナ禍で顕在化した大学教育に関する新たな課題に取り組んでいく必要がある。 

このような、複雑かつ急速な変化がもたらす予測困難な時代となればなるほど、教育研究の多様性

が不可欠である。これまで私立大学は、幅広い学生に教育機会を公平に提供し、社会格差の解消に貢

献することを使命として、日本の高等教育に大きな貢献を果たしてきた。 

新たな課題に直面するわが国の発展は、大学生の74％、学部学生数においては78％の教育を担う私

立大学の創意工夫、自主性・自律性の発揮に基づくダイナミズムによってこそ実現可能である。国

は、未来創造を担う人材の多くを育成する私立大学を基幹とした教育政策を打ち出し、その教育研究

に投資すべきである。 

 

 令和４年度私立大学関係政府予算の要望に当たっては、このような強い意識のもとに、基盤的経費

に係る私立大学等経常費補助においては、私立学校振興助成法の目的（教育条件の維持向上、学生の

修学上の経済的負担軽減、経営の健全性向上）に配意し、「２分の１補助の実現」を通じた学生一人当

たり13.5倍に上る国私間格差の是正とともに、新型コロナウイルス感染症の影響により困窮する学生

が学びを諦めてしまうことのないよう継続的支援を要望する。また、ポストコロナの新たな大学教育

を実現するため、デジタルを活用したグローバル化やリカレント教育などの私立大学に必要な国の支

援を最重点課題として要望する。 
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【最重点要望項目】 

＜最重点要望項目の柱＞ 

要望１．私立大学学生への経済支援 

（１）「学生支援緊急給付金」並びに「緊急特別無利子貸与型奨学金」の継続的な措置

と国私間の学生支援格差の是正 

（２）“所得中間層”の学部学生等に対する支援 

（３）設置形態に依拠しないきめ細かな学生修学支援（授業料減免制度） 

（４）「高等教育の修学支援新制度」の業務負担軽減に向けた支援 

要望２．学生の感染予防対策、私立大学病院に対する支援 

（１）学生の感染防止対策に対する支援 

（２）医療・福祉系人材育成のための私立大学病院に対する支援 

要望３．ポストコロナを見据えた新たな教育等に対する支援 

（１）デジタル化推進に向けた支援 

   （２）リカレント教育に関する支援 

 （３）数理・データサイエンス・AI教育に関する支援 

（４）グローバル化に関する支援 

 

＜最重点要望項目の内容＞ 

要望１．私立大学学生への経済支援 

新型コロナウイルス感染症への対応に係る支援について、令和２年度は、当初予算に加え学

生の学修機会の確保のための経済支援、オンライン授業の環境構築等の観点から、３度にわた

る補正予算が編成された。一方でその内容を国私間の学生一人当たりに換算すると、当初予算

では13.1倍（国立大学生：189.7万円、私立大学生：14.5万円）、補正予算全体では6.3倍（国

立大学生：12.6万円、私立大学生：2.0万円）の格差が生じている。とりわけ非常時である新型

コロナウイルス感染症への対応に関連した学生支援については、設置形態による差を設ける理

由はない。 

また、これらの補正予算における支援は、いずれも今後の教育研究活動の維持・発展に必要

不可欠なものであることから、令和２年度限りの一時的な緊急措置とすべきではなく、政策目

的の浸透や充実にとどまることなく、継続性をもってなされることを強く要望する。 

（１）「学生支援緊急給付金」並びに「緊急特別無利子貸与型奨学金」の継続的な措置と国私

間の学生支援格差の是正 

経済的困窮に陥った学生を対象に創設された「学生支援緊急給付金」や「緊急特別無利子貸

与型奨学金」については、学生が経済的困窮に陥る時期が個々に異なるとともに、経済的困窮

者の発生が長期にわたることも予想されることから、学生の修学の継続を損ねることが断じて

ないよう、緊急措置として終わらせるのではなく継続的に措置していく必要がある。 

また「学生支援緊急給付金」については、原則「自宅外学生」「多額の仕送り（年額150万円
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以上）を受けていない学生」が要件とされており、仕送りには学納金も含まれていることから、

学納金の高い（私立大学平均122万円）私立大学生にとって極めて不利な条件となっている。同

制度の実効性を検証するなどしたうえで、私立大学学生の経済的困窮を救うための要件を見直

した上で、継続的に支援すべきである。 

 

（２）“所得中間層”の学部学生等に対する支援 

令和元年度までは私立大学等経常費補助金によって世帯の給与所得841万円までの学生を支

援する措置が講じられていたが、令和２年度から導入された「高等教育の修学支援新制度」の

創設に伴い本措置は廃止された。新型コロナウイルス感染症を契機として、「学生支援緊急給

付金」をはじめとする若者を支援するさまざまな措置がとられてきたが、経済的に困窮する中

間所得層の家庭の学生への学びの支援を恒久的な国の支援制度として講ずるべきである。 

 

（３）設置形態に依拠しないきめ細かな学生修学支援（授業料減免制度） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって、困窮学生が経済的理由によって修学を断念

することがないよう、令和２年度補正予算において「授業料減免等支援事業」（補助率３分の

２）が措置された。コロナ禍による経済の悪化は更に深刻になっていくことを想定すれば、対

象となる学生の拡大が懸念されるため、本予算の継続的支援と補助率のかさ上げが必要である。 

また、風水害をはじめとする大規模災害に対する私立大学学生への経済的な修学支援制度は、

機関補助である私立大学等経常費補助金によって措置されることにより、２分の１補助を上限

とされ、学ぶ大学の設置形態によって、国による支援内容に格差が生じてしまっている。経済

的な修学支援は個人補助として明確に位置付けたうえで、設置形態の違いによる差が生じるこ

とのない、きめ細かな支援制度の構築が必要である。 

 

（４）「高等教育の修学支援新制度」の業務負担軽減に向けた支援 

新型コロナウイルス感染症を契機とした経済的困窮学生への支援をはじめ、令和２年度より

導入された「高等教育の修学支援新制度」は極めて重要な施策である。一方で、修学支援新制

度の対応に係る業務は専門的かつ複雑化しており、私立大学等経常費補助金をはじめとする各

種補助金についても同様である。業務負担軽減に向けたシステム導入・改修、委託費、人件費

（臨時雇用含む）、学生支援（振込手数料、送料等含む）等の新たな経費が発生することを踏

まえ、大学運営に係る経常的経費への支援として、私立大学等経常費補助金の一般補助の増額

が図られるべきである。 

 

要望２．学生の感染予防対策、私立大学病院に対する支援 

（１）学生の感染防止対策に対する支援 

対面授業を通じた学生の学びの保障のためには、大学の施設等における感染予防のための対

策や衛生環境の改善を講じなくてはならない。学内感染者の早期発見・二次感染の防止及び実

習等の目的のためにPCR検査や抗原検査の受検を要する場合の検査費負担軽減に係る支援が必

要である。 
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また、感染リスクが特に高いとされているトイレのほか、図書館や教室、食堂などでの飛沫

対策、３密対策のための施設整備（学生寮をはじめとする施設等の直接的整備や借り上げ、ス

クールバスの増便）、空調・換気設備の整備をはじめ、保健センターの機能整備などに対する

十分な支援が必要である。私立大学に通う学生が安心してキャンパス生活を送ることができる

ようにするための継続的な支援を要望する。 

さらに、文部科学省からの要請に対応するための入学者選抜の実施に係る試験会場の増設、

臨時要員の確保、入試振替・追試の実施、感染症対策のための機器備品・消耗品等の購入、シ

ステム改修に係る費用や事務負担の増加にいかに対応するかが喫緊の課題となっており、それ

らに係る支援が必要である。 

 

（２）医療・福祉系人材育成のための私立大学病院に対する支援 

大学病院は、新型コロナウイルス感染症治療の最前線で活動する病院は言うまでもなく、そ

れ以外の高度先進医療の提供及び地域医療の最後の砦の役割を担っている。しかし、新型コロ

ナウイルス感染症拡大は大学病院の経営を圧迫しており、規模の大きい大学病院は、一般の病

院に比べて、診療停止、病棟閉鎖などによる収支への影響も甚大である。医療インフラの確保

や今後の医療分野の進展のためにも、大学病院に対する政府による全面的支援が必要である。 

また、私立大学病院では、医学生のみならず、歯学科、看護学科、薬学科、栄養学科、診療

放射線学科、心理学科、福祉学科、理学療法学科、作業療法学科、言語聴覚学科、視能訓練学

科、臨床工学科、臨床検査学科、歯科衛生学科、救急救命学科、鍼灸学科、スポーツ学科、診

療情報管理学科、医療秘書学科などの学生が日々臨地実習を受けている。これらの実習は、国

家試験の受験資格の要件となっているものがほとんどであり、私立大学病院はそれらの課程の

根幹を担っている。この機能を維持することは、医療従事者の育成には不可欠である。様々な

国家資格制度を担う人材を永続的に輩出し続けるための教育研究の質の担保のためには、私立

大学病院に対する支援が必要である。 

 

要望３．ポストコロナを見据えた新たな教育等に対する支援 

（１）デジタル化を推進するための体制整備等に向けた支援 

  大学においては、とりわけキャパスにおける学生同士や学生と教職員の間の人的交流は不可

欠な要素である一方で、ポストコロナを見据えれば“データやデジタル技術の活用を通じた学

生視点の新たな価値の創出”というデジタル化を通じた教育のイノベーションを図っていく

ことが求められる。 

全学生がオンライン授業や対面ウェブ授業に対応する高速通信網や大容量通信の設備イン

フラが必要となり、これらを活用した新しい教材の開発を通じた教育の質の維持向上を図らな

くてならない。また、少人数の対面授業とオンライン授業の併用も不可欠となる。 

世界の主要大学は、コロナ禍を乗り越え、交換留学や共同研究などをこれまで以上に推進す

るために、高度な教育研究のオンライン化に取り組んでいる。とりわけ教育の実践の場である

授業の手法はオンライン化され、今後、この流れは世界レベルで加速していくことが予想され

る。国際共同研究の成果は大学ランキングにも直結するところであり、わが国の私立大学も教
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育のICT化の流れに乗り遅れることのないよう取り組まなければならない。 

オンライン授業を推進するためのシステム・サーバー整備、機材整備並びに技術面・教育面

の支援体制整備に関わって措置された令和２年度補正予算は、コロナ禍にあって大学教育を止

めないための緊急避難的な措置であったが、質の高いオンライン授業のプログラムに対する継

続的、かつ、戦略的な支援が不可欠である。令和２年度第３次補正予算において措置された「デ

ジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン」を継続し、世界基準の質の高いICT教育を推進

する予算として拡充すべきである。また、私立大学がデジタル化を推進するに当たり、その運

用に係る支援（人件費や委託費等）、キャリア支援や図書の貸し出しをはじめとする学生を対

象とした各種サービス等の維持・充実に係る支援、教職員の働き方改革にも資するテレワーク

に係る環境整備を含めた継続的かつ手厚い支援が不可欠である。 

さらに、DX化政策の一環として、マイナンバーカードの健康保険証利用を可能とすることを

はじめとする医療現場の実装に当たっては、その一翼を担う私立大学病院における環境整備へ

の取り組みが不可欠であり、政府による支援をお願いしたい。 

 

（２）リカレント教育に関する支援 

リカレント教育に関わっては、個人のキャリアアップ、キャリアチェンジに係るニーズに基

づく多様なプログラムを用意し、産学が共通の認識のもとで「学び続ける社会を実現」するこ

とが必要である。教育研究のICT化と相俟って、社会人の学びの選択肢を広げることとなるデジ

タルを活用したリカレント教育の政府による推進が求められる。 

また、職業実践能力の向上に係る人材育成のための支援の拡充・強化の一環として、大学に

おける実践的な教育の推進に加え、現役のIT技術者等を対象としたリカレント教育などに対す

る重点的な支援を講じるとともに、学び直しに係る経済的負担を軽減し教育訓練給付の対象の

拡大や柔軟化を図る必要がある。 

さらに「職業実践力育成プログラム」に関しては、学生の多様なニーズへのより柔軟な対応

が求められることから、同プログラムに係る認定要件の緩和を図るなど、適宜見直しがなされ

ることや、多様な教育研究を支える高度専門職同様、正規課程に該当しないリカレント教育に

係る授業時間数も補助金配分基準の授業時間数に含まれるよう、基準の見直しがなされること

を求めたい。 

 

（３）数理・データサイエンス・AI教育に関する支援 

IT人材の需給ギャップ（不足分）は、IT需要と生産性上昇率によって異なるが、最大で2025

（令和７）年には58.4万人、2030（令和12）年には78.7万人不足するとの推計もなされており、

特に不足が深刻化しているセキュリティ、データサイエンス分野の人材育成は喫緊の課題であ

る。 

統合イノベーション戦略推進会議が令和元年６月に決定した『AI戦略2019』では、文理を問

わず、全ての大学・高専生（約50万人卒／年）が、課程にて初級レベルの数理・データサイエ

ンス・AIを習得することや多くの社会人（約100万人／年）が、基本的情報知識と、データサイ

エンス・AI等の実践的活用スキルを習得できる機会をあらゆる手段を用いて提供するなど、
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2025（令和７）年までの育成目標が掲げられている。 

デジタル化の活用とともに、わが国の大学生の約74％の教育を担う私立大学のボリュームゾ

ーンに対する数理・データサイエンス・AI教育を積極的に進めなければ、この育成計画を達成

することはできないことから、私立大学における取り組みへの積極的な支援が不可欠である。 

 

（４）グローバル化に関する支援 

令和３年９月入学の外国人留学生の選抜は、渡航を伴わない形で実施をしたものの、経済的

な困難を抱える外国人留学生の中には、入国時検査、隔離などの追加費用負担が大きいために、

来日をためらう学生もいる。また、入国のめどが立たないことによって入学辞退者の発生が続

いている。 

外国人留学生の入国時検査、隔離に係る費用に対する継続的な支援とともに、ワクチンを未

接種のまま来日する外国人留学生に対し、国や自治体によるワクチン接種環境や体制の整備が

必要である。また、留学生の受け入れに関わっての書類の作成や提出、隔離防疫全般等の対応

に係る大学側の負担や、オンライン・来日双方を想定した準備のための費用負担の増大の実態

を踏まえ、わが国の大学のグローバル化を遅滞させないための政府による財政的、物理的なよ

り積極的な支援が必要である。 

 

【重点要望項目】 

 

要望１．私立大学経営の健全性向上のための支援の拡充・強化 

＜要望事項＞ 

（１）公財政支出による経常的経費の２分の１補助の実現 

（２）消費税に係る負担軽減のための公財政支出の見直し・拡充 

（３）専門職大学に対する現行の私学助成とは別建てによる助成制度の創設 

（１）公財政支出による経常的経費の２分の１補助の実現 

わが国は「教育費の対GDP比率（公的負担分）」「政府支出に占める公的教育費割合（大学生）」

のいずれもOECD各国の中で最低水準であることに加え、学校法人が設置する私立大学と法人化

した国立大学との間には、経常的経費に対する公財政支出の割合や学生に対する授業料減免措

置や施設（設備）整備補助の現状を受けて、学部学生一人当たりの公財政支出について13.5倍

に上る不合理な格差が存在している。 

このような現状を打開するためには、国私間の不合理な格差を是正するための高等教育費に

対する公財政支出のあり方の大胆な変更や、「教育条件の維持・向上」「学生の修学上の経済

的負担の軽減」「経営の健全性の向上」を目的とする私立大学等経常費補助金による「２分の

１補助」の実現が図られるべきである。 

現下の補助金政策は、定員充足状況を教育の質と同一視し、定員未充足を理由とする補助金

減額強化の傾向にある。しかし、定員未充足の原因は、各大学が立地する地域の大学進学率や

大学卒業後の就業環境等にもあり、定員充足状況が教育の質に直結するものでないことは、公
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設民営大学等の私立大学の公立化によって、志願者が急増することからも明らかである。私立

大学等経常費補助金の配分に際しては、定員充足状況に着目した基準に重きを置くのではなく、

私立大学が立地する地域の諸環境にも配慮しつつ、ガバナンス・マネジメントや教育研究に係

る改革、情報公開を進める私立大学への支援の積極的な拡充や、現行の学部単位、単年度単位

による定員管理状況の反映に係る見直しが求められる。近年の特別補助では、定員未充足を理

由とする圧縮率により、大幅に補助額が減額されるほか、補助事業に対する支援期間の短縮等

により、支援措置の対象となる大学の事業達成に向けた取り組みに多大な影響を及ぼしており、

改善が必要である。 

また、“新たな日常”の定着に向けて展開される教育活動においては、大学と学生との物理

的距離が生じさせてきた様々な弊害を解消することとなるICT教育の推進のための支援が不可

欠であり、学校等の非営利の教育機関における授業の過程で行う公衆送信（インターネット送

信等）を可能にする補償金制度にかかわって、令和３年度に引き続き、私立大学等経常費補助

金を通じた政府による支援がなされるべきである。 

 

（２）消費税に係る負担軽減のための公財政支出の見直し・拡充 

消費税率の段階的な引き上げに関して、私立大学の控除対象外消費税等に係る負担は、特に

購入機器等の高額な医歯薬系や理工系・実験系の大学においてより問題は深刻であり、私立大

学を対象にしたアンケートによれば、消費税率10％のもとでの一法人当たりの実質負担額は、

最大約86億円、平均でも約10億円に増加していることが推測される。 

私立大学では経費節減に努め、消費税率の引き上げに伴う負担増を部分的に吸収してきたが、

そうした取り組みには限界があり、私立大学における控除対象外消費税等に係る負担を学生納

付金等の値上げによって学生に負担させることは困難である。現状においても私立大学にとっ

て実質的な負担の増加となっていること、令和元年10月の消費税率の引き上げによって、さら

なる控除対象外消費税等の負担が拡大している現状を踏まえ、私立大学等経常費補助金の大幅

な拡充が不可欠である。また、１）高等教育費に係る家計負担依存からの脱却は社会保障的側

面を有しており、わが国の社会保障制度を、子供・若者から高齢者まで誰もが安心できる「全

世代型の社会保障」へ大きく転換していく必要があること、２）教育の機会均等と格差の固定

化の解消を目指し、令和２年４月から低所得世帯に限定して実施された高等教育段階の教育費

の負担軽減策は、消費税率引き上げによる財源を活用して実施されていること、などを踏まえ、

消費税収入の教育目的への充当の実現を強く要望する。 

 

（３）専門職大学に対する現行の私学助成とは別建ての財源による助成制度の創設 

専門職業人の養成を目的とする新たな高等教育機関として誕生した「専門職大学」及び「専

門職短期大学」に対する財政措置は、現行の大学・短期大学を対象とする私学助成の財源の枠

内において措置されるようなことがあってはならない。現行の私学助成とは別建ての財源によ

る助成制度の創設は、新たな高等教育機関の充実・発展、現行の私立学校振興助成法が定める

同法の目的の貫徹のためにも不可欠である。 
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以上の「重点要望項目 要望１」に記した内容を踏まえ、「高等教育に対する公財政支出の低

位性」「家計負担依存並びに大学進学機会の不均等」「不合理な国私間格差の存在」の問題解決

のために、次のような高等教育に係る新たな公財政支出の方策を提案する。 

【方策】学生の「教育」に係る経常的経費の国私間格差の是正（平成元年度決算） 

①  私立大学の「教育」に係る学生１人当たり費用について、国立大学の国費負担額と同程

度（学生数61万人弱に対し運営費交付金等１兆2,269億円の２分の１〔6,135億円〕）を教

育に対するものと仮定し、その２分の１を国費で負担する。 

私立大学への補助額 

＝ 約１兆812億円（約7,822億円増）［6,135億円÷61万人×215万人÷２］ 

②  私立大学（大学部門）の経常的経費（人件費＋教育研究経費＋管理経費：約３兆3,322億

円）のうち「教育」に係る経費を60％と仮定し、その２分の１を国費で負担する。 

私立大学への補助額 ＝ 約9,997億円（約7,007億円増） 

③ 国立大学の「教育」に係る経費への公財政支出（6,135億円）と私立大学等経常費補助金

（2,990億円）の範囲（9,125億円）で、国立と私立を学生数の比率（２：７）に応じて、    

同じ水準の負担額（私立は２分の１を国費負担）とする。 

国立大学運営費交付金から私立大学等経常費補助金への約3,000億円の移行 

○国立への国費負担（必要分） 9,125÷（〔２＋７〕÷２）×２    ≒4,056億円 

○私立への国費負担（必要額） 9,125÷（〔２＋７〕÷２）×７÷２≒7,097億円 

 〇私立への国費負担（増額分） 7,097億円－2,990億円           ＝3,000億円  

※7,097億円＝私立大学等の経常的経費の約21％ 

この新たな公財政支出の考え方による方策は、大学進学の機会均等として「一億総活躍社会の

実現」や「人材への投資による生産性の向上」の礎となる。格差固定化の解消、安心な子育て環

境の醸成を通じた少子化対策においても有効な手立てとなると考えられる。 

将来的には「重点要望項目 要望２」の観点とも相まって、高等教育の国私間格差の是正と家

計負担からの脱却による教育の機会均等に向け、私学助成の大幅な拡充とともに、現行の授業料

を参考にした設置形態ごとの標準授業料や全大学共通の標準授業料を設定し、全学生を対象に入

学・在学時の授業料負担を軽減させ、卒業後に個人的便益の一部を所得に応じて拠出する『高等

教育機会均等拠出金制度（仮称）』による学生修学支援の新たなスキームを創設すべきである。 

 

 

要望２．安定した修学環境確保のための経済的負担の軽減に向けた支援の拡充・強化 

＜要望事項＞ 

（１）日本学生支援機構の給付型奨学金をはじめとする奨学事業に係る施策の拡充・強化 

（１）日本学生支援機構の給付型奨学金をはじめとする奨学事業に係る施策の拡充・強化 

日本学生支援機構による奨学金事業は、日本国憲法並びに教育基本法に定められた「教育の機

会均等」の理念のもと、経済的理由により高等教育機関への進学を諦めることがないように学生

を支援するための重要な事業であり、上記の例示による取組方策とともに、引き続き施策の拡充・
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強化、特に給付型奨学金のさらなる充実を求める。 

 

 

要望３．学生の主体的な学びの推進のための大学教育、多様な人材育成のための大学改

革への支援の拡充・強化 

＜要望事項＞ 

（１）多様な教育研究活動を支える専門人材等に係る支援 

（２）グローバル化、教員養成、医療人材育成等に係る支援 

（３）教育の質的転換を図る取り組みへの支援や教育施設整備に係る支援 

（４）新たな教育方法に係る人材の確保や制度の整備に対する支援 

（５）入学者選抜の拡大・充実やアドミッション・オフィスの整備・強化への支援 

（６）障害のある学生の修学機会を保障するための取り組みへの支援 

（７）「国公私立大学を通じた大学教育再生の戦略的推進」のための予算に係る国私間配分の

あり方の見直し 

（１）多様な教育研究活動を支える専門人材等に係る支援 

多様な教育研究を支える高度専門職（アドミッション・オフィサー、カリキュラム・コーデ

ィネーター、リサーチ・アドミニストレーター〔URA〕、インスティテューショナル・リサーチ

ャー〔IRer〕、産学官コーディネーターや地方創生オルガナイザー等）においては、「１週間

の割当授業時間数６時間」という基準を満たさない専任教員を採用した場合であっても「補助

金算定の基礎となる専任教員等の認定基準」の対象とすることを要望する。 

また、公財政支出の国私間格差は、学生数に比しての教育研究活動を担う教員数、さらには

教育研究活動を支える職員数に大きく影響を及ぼしている。とりわけ高等教育段階における修

学支援新制度や奨学金政策の動向等の行方により、学生に対する支援方策が複雑化し、様々な

混乱が生じることが予測される。学生が安心して学修に勤しむことのできる環境づくりのため

には職員の活躍が不可欠である。私立大学等経常費補助金の算定要因となる教職員数にかかわ

って、教員一人当たり学生数の改善とともに、職員一人当たり学生数の改善に対する国の財政

支援の拡充を要望する。 

 

（２）グローバル化、教員養成、医療人材育成等に係る支援 

① グローバル化推進のための支援 

私立大学はこれまでも世界に開かれた大学を目指し、教育研究のグローバル化に向け、学

生や教員の国際交流のための取り組みを先導・推進してきた。若者がさらに広く世界に目を

向け留学の気運を醸成し、世界に伍して競う大学の教育環境を整備するため、人類社会を牽

引するような人材の育成、対面とオンラインによる海外大学とのハイブリッドかつ双方向の

教育手法（アクティブ・ラーニング）を通じた国際共同プログラムや国際的な共同学位プロ

グラムへの支援等のグローバル化を推進する組織体制や教育環境の整備、短期交流を含めた

大学間交流の促進、日本人学生の海外留学支援、学生募集から就職支援までの外国人留学生
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等に対する私立大学の取り組みへの支援の拡充を要望する。 

また、優れた外国人留学生を受け入れる制度である国費外国人留学生制度のうち、大学推

薦においては、各大学が学費を負担するものとされていることにより、私立大学における優

れた国費留学生の受け入れを困難にしている実態があることから、受け入れ大学が負担する

留学生の授業料に係る支援を要望する。さらに、平成22年に廃止された政府開発援助（ODA）

外国人留学生修学援助費補助金の復活を要望する。 

② 教員の養成、資質向上のための支援 

私立大学は、教職課程のあり方について、地方公共団体や学校等と連携・協働しながら「教

職実践演習」をはじめとする理論と実践を架橋するカリキュラムを編成するなど、授業方法

等の開発と工夫に努めている。しかし、この取り組みは、人的にも物理的にも大学の負担が

多大であるため、国の支援が急務である。建学の理念に基づく私立大学の独自性・多様性は、

社会の変化に対応する教員養成の観点から重要な意味を持つため、教員の資質向上と待遇改

善に向けた環境整備と人件費における国の支援の拡充を要望する。 

③ 地域医療、高度医療に係る人材育成のための支援の拡充・強化 

わが国の超少子高齢化問題は今後ますます深刻化し、地域の医療や介護を支える人材並び

にがん医療などの高度化を支える人材の育成は喫緊の課題である。また、新型コロナウイル

ス感染症の拡大に伴い、現場を離れる医療従事者が増加する傾向に向かうものと考えられ、

高い使命感と倫理観を兼ね備えた質の高い医療人育成を推進するための特色ある教育研究

プログラムへの支援が必要である。 

 

（３）教育の質的転換を図る取り組みへの支援や教育施設整備に係る支援 

学修者本位の学びの多様化や深化のための大学教育の質的転換に向けた取り組みを推進す

るため、私立大学におけるIR機能の推進、学生の主体性・協働性を育むアクティブ・ラーニン

グの推進、学修成果の把握・評価による教育内容・方法の改善、教育の質的転換を支える人材

配置・育成、少人数授業や双方向授業を実施する学修施設や図書館の機能強化、ICT環境整備等、

多様な学修の場の整備に対する国の財政支援の拡充を要望する。 

また、学生の知識・技能だけでなく、三つのポリシーの実践を通じた主体性・協働性を含め

た３要素を入口から出口までバランスよく測定することによる教育の質向上、さらには学修経

過の可視化を通じた学生自身による学修意欲向上のための学生ポートフォリオの構築と充実

に向けた支援が不可欠である。 

 

（４）新たな教育方法に係る人材の確保や制度の整備に対する支援 

フィールドワーク型授業、サービス・ラーニング、インターンシップ、社会体験活動や留学

経験、さらにはボランティアやクラブ・サークル活動などの取り組みは、学生の学びへの動機

づけを強めるとともに、キャリア教育の側面でも高い教育効果を生み、地方創生にも貢献して

いる。こうした高い教育効果を有する新たな活動は授業時間外でも積極的に展開されているこ

とから、新たな教育方法に係る知識を有し、大学や企業、地方公共団体等との調整を行う専門
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人材の確保や授業時間内外に学生の学修活動を支援するスタッフとしてのラーニング・アシス

タント制度の整備に対する国の財政支援を要望する。 

とりわけ、Society5.0人材の育成に資する産学協働による共同研究、PBL型教育やリカレント

教育の推進や、産学協働によるインターンシップの実施、推進に取り組む私立大学に対しての

より積極的な支援が必要である。 

 

（５）入学者選抜の拡大・充実やアドミッション・オフィスの整備・強化への支援 

私立大学における多様な人材輩出に向け、多面的・総合的で丁寧な評価による入学者選抜の

拡大・充実や、入学者選抜を支える専門家集団から成り立つアドミッション・オフィスの整備・

強化への支援を要望する。 

 

（６）障害のある学生の修学機会を保障するための取り組みへの支援 

「経済財政運営と改革の基本方針2021」では、障害のある子供の学びの環境整備、障害者の

様々な体験活動やこれを含む生涯学習の推進や障害者の就労支援の着実な推進が求められて

いる。私立大学における障害のある学生の学修機会を保障するため、オンライン授業の質の担

保の観点も含めた、学生それぞれのニーズを踏まえたきめ細かな支援が不可欠であり、そのた

めの国の支援の一層の充実を要望する。また、私立大学における障害のある教職員の就労にか

かる支援についても支援の強化を要望する。 

 

（７）「国公私立大学を通じた大学教育再生の戦略的推進」のための予算に係る国私間配分のあ

り方の見直し 

国公私共通の競争的資金として予算化されている「国公私立大学を通じた大学教育再生の戦

略的推進（2021（令和３）年度予算総額128億円）」の事業内容は、先進的研究や高度医療等が

中心である。長年の国私間格差を顧慮しない競争を私立大学に強いることとなりがちであり、

国立大学のための予算と言っても過言ではない。 

同事業に係る採択件数の充実を図りつつ、国私間の配分等を検証し、「設置形態の違いのみ

に依拠した」公財政支出から「教育の質に応じた」予算とするとともに、多くの私立大学が大

学教育再生を奮励し申請意欲を湧き起こすよう、魅力ある予算への転換の実現を要望する。 

 

 

要望４．教育研究の高度化のための施設・設備への支援の拡充・強化 

＜要望事項＞ 

（１）私立大学の教育研究の施設、設備装置の高度化並びに整備充実のための支援 

（２）エネルギーの長期的な安定確保と低炭素社会の実現に向けた取り組みへの支援の拡充・

強化 

（１）私立大学の教育研究の施設、設備装置の高度化並びに整備充実のための支援 

大学の施設・設備は公共財としての性格を有するとともに、教育研究活動の発展の基盤であ

ることから、たえず整備・充実とさらなる高度化が求められる。Society5.0に向け、私立大学
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の多様で特色ある教育研究の一層の高度化、研究基盤の強化並びに国際競争力強化のための施

設・設備関連補助事業の推進は不可欠であり、私立大学の装置・設備の整備にかかる支援の拡

充が必要である。私立大学を対象に、多様で特色ある研究を支援してきた国の補助事業（私立

大学学術研究高度化推進事業や私立大学戦略的研究基盤形成支援事業等）の復活・拡充を強く

要望するとともに、研究施設、設備や装置、メンテナンスを行う技術員の人件費等、研究基盤

の整備を総合的に支援する制度の継続的な実施を要望する。 

「重点要望項目 要望１（２）」でも記したように、消費税率の引き上げにより、私立大学

の控除対象外消費税等に係る負担は、特に購入機器等の高額な医歯薬系や理工系・実験系の大

学においては甚大である。とりわけ医学部を設置する私立大学においては、新型コロナウイル

ス感染症拡大を防止するため、医療や研究分野において検査、病床の確保、治療法、新薬の開

発などの対策を進める一方で、仮に大学病院においてクラスターが発生するなどした場合には、

診療停止、病棟閉鎖などによる収支への影響が大きいことから、持続的な医療提供の観点から

も、大学病院に対する政府の全面的支援が必要である。また、医療従事者の教育にあっては、

卒前卒後のシームレスな医学教育の実現を目指して開始されたStudent Doctor制度では、病院

内の施設設備を用いていることも踏まえ、補助対象とすることを要望する。 

私立大学の多様で特色ある教育研究の推進に応え、努力している私立大学にインセンティブ

が働くよう、私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助及び私立大学等研究設備整備費

等補助金（教育基盤設備）において、補助率の充実（２分の１から３分の２に改定）を要望す

る。また、教育研究拠点の裾野を広げる観点から、大学に配分される国の公募型資金と連動し

た採択方式とするなど、弾力的な執行を可能とする措置を講じることを要望する。 

 

（２）エネルギーの長期的な安定確保と低炭素社会の実現に向けた取り組みへの支援の拡充・

強化 

わが国全体のエネルギーの長期的な安定確保と気候変動問題への対応は、わが国のみならず

世界にとっての喫緊の課題である。カーボンニュートラルによるグリーン社会、脱炭素社会の

実現と安定的なエネルギー供給を目指し、再生可能エネルギー普及の大幅な拡大に向けた技術

革新のための研究開発等の取り組みを促進する必要がある。 

このため、再生可能エネルギー技術に関する研究開発とともに、再生可能エネルギーをはじ

め温室効果ガス排出抑制に効果のある省エネルギー設備の積極的な導入に対して、財政支援の

拡大を図る必要がある。 

 

 

要望５．地方創生のための支援の拡充・強化 

＜要望事項＞ 

（１）私立大学の地方活性化に向けた取り組みに対する支援 

（２）地方大学・地域産業創生事業及び地方創生推進交付金による積極的な支援、特別交付税

措置による支援 

（１）私立大学の地方活性化に向けた取り組みに対する支援 
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① 地方の活性化に貢献する人材の育成、地方創生に携わる専門人材の確保への支援 

私立大学の約６割は大都市圏以外に設置しており、地方に設置する私立大学は、地方に貢

献する人材育成や地域社会のニーズに対応した教育プログラムの実施をはじめ、人材育成、

生涯学習やイノベーション創出の拠点として、これまでも地方との連携を展開してきている。

新型コロナウイルス禍の最中、またその後における「新しい生活様式」の確立をはじめとす

る社会変革は、東京一極集中から多極連携型社会へと変わり、「都市」と「地方」の関係性

を変えていくことが想定される。また、「地方圏」では、食料ばかりでなく、自然エネルギ

ー、対人ケア人材（医療・看護、福祉・介護、教育・保育等）の地産地消による「地域循環

型社会」の実現を見据えた「地域循環型教育」の推進が必要である。 

今後も私立大学が地方企業、地方公共団体や他の国公私立大学等との多主体間の連携基盤

を強化する取り組みを通じて、産業発展や新産業創出につながるシーズの発見、発掘やそれ

らを企業のニーズと結びつけるマッチング・コーディネーター、産学連携による課題解決型

教育を行う実務家教員や観光資源の開発や産業技術等に貢献する人材の育成が必要であり、

その中心的役割を担う私立大学に、社会や地域の貢献度を考慮した支援をすることが不可欠

である。 

② 地方の知の拠点形成のための環境整備や地方大学の振興 

私立大学を地方社会変革の核として位置づけ、私立大学を中心に据えた継続的な支援をす

るとともに、私立大学等経常費補助金の私立大学等改革総合支援事業におけるプラットフォ

ーム形成支援のさらなる充実が必要である。 

③ 大都市大学と地方大学等との連携事業等を通じた人的好循環を生む仕組みづくり 

大都市圏に設置する私立大学においても地方創生に係る役割は大きく、地方の人口減少の

抑制に向けた卒業生の地元への就職支援をはじめ、地方に設置する教育･研究施設等を通じ

た地域産業振興への貢献、イノベーション技術革新の推進、地域医療等、地域固有の人材ニ

ーズへの迅速な対応などに多大な貢献をしてきている。今後も学生が直接地方に触れ、地方

について考える場の創出や魅力ある地方大学の振興、地方大学の学生の学修や就職活動に対

する支援策、大都市圏で学んだ学生が地方に定着し、地方活性化のために活動する人的好循

環を生む仕組みづくりが必要不可欠である。UIJターンによる就業者の創出や起業を促進す

るための取り組みへの支援、さらには現場での課題解決型学修の機会のさらなる拡充を目指

した地方での安心な学び、大都市圏と地方の学生が交流するための宿泊機能を伴う教育施設

の整備等、学修環境の充実も必要である。 

 

（２） 地方大学・地域産業創生事業及び地方創生推進交付金による積極的な支援、特別交付税措置による

支援 

地方創生を実現するためには、地方の私立大学を地域の将来ビジョンにおける地方戦略の中

核として位置づけ、地方の私立大学の知の拠点としての機能を強化することが重要となる。ま

た、都市圏の大学による地方創生を担う人材養成機能の強化により、大都市と地方の人材の循

環を推進することが必要である。 
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女性の活躍も含めたリカレント教育、全国の若者や海外からの留学生を惹きつけるような魅

力ある取り組み、遊休施設等を活用した交流の場の創設等、地域のニーズを踏まえ私立大学が

地域の知の基盤として、所在する地域の地方公共団体等との連携による地方創生に資する多様

な取り組みについてのさらなる支援が必要である。 

国は新たに措置された地方大学・地域産業創生事業や地方創生推進交付金等の地方活性化に

関する予算について、県境を越えた地域連携の取り組みに対する支援の創設、地方創生に小規

模であっても有効な取り組みへの支援が可能となるような申請要件や情報提供の改善等、対象

となる取り組みや予算の柔軟性の確保を図るなど、より一層私立大学が活用できるよう支援す

べきである。また、地域における課題への取り組みや都市圏と地方の人的交流を図る取り組み

に寄与する私立大学が行う諸活動に対し、地方公共団体が財政支援を行う場合の特別交付税措

置による支援の拡充を要望する。とりわけ、都市圏と地方との人的好循環を生む長期間の滞在

型プログラムにおける学生の訪問先への旅費交通費に対する支援、現地内の移動手段の確保等、

学生の費用負担を軽減するための支援については、学生の主体的な学びや学びの社会実装体験

の充実の観点から、その拡充がなされるべきである。 

 

 

要望６．科学技術イノベーションの基盤的な力の強化に向けた支援の拡充・強化 

＜要望事項＞ 

（１）世界をリードする質の高い大学院教育のための重点的支援 

（２）科学研究費助成事業（科研費）の拡充と早期の全種目完全基金化 

（３）国の競争的研究費等における間接経費の適切な措置 

（４）人文・社会科学分野の研究力強化のための支援 

（５）特色ある共同研究拠点整備のための支援 

（６）若手研究者育成のための支援 

（７）女性の活躍推進のための支援 

（８）リサーチ・アドミニストレーター育成・確保のための支援 

（９）イノベーション創出に資する研究活動に対する研究開発投資 

（10）電子ジャーナル購読料の高騰への対応及びオープンアクセスジャーナルへの投稿促進等に

係る支援 

（11）研究者の安定的な研究環境を整備するための支援 

（12）公的研究費の審査における新たな評価指標の導入 

イノベーションの創出力の強化のためには、私立大学の研究と研究者養成機関の質を高める

ことが必要である。しかし、わが国の研究力の現状に目を転じると、科学技術・学術政策研究

所「科学技術指標2020」によれば、研究力を表す指標の一つとされるTop10％補正論文数（分数

カウント）は、世界第４位（平成８〔1996〕年から平成10〔1998〕年平均）から世界第９位（平

成28〔2016〕年から平成30〔2018〕年平均）へと順位を下げ、国際的に注目度の高い研究領域

に、日本が十分に参画出来ていない状況になりつつある。こうした低下の要因には、研究者を

取り巻く状況の悪化がある。 
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研究者を取り巻く状況の悪化の要因の一つは、公的な研究資金の少なさにある。わが国の研

究開発費全体における政府の負担割合は、主要国の中において最も低く、その割合も年々低下

傾向にある。また、大学における研究費についても、国公立大学は「政府」からの資金（一部

自己資金〔大学の自己収入である学費等〕を含む）が９割以上を占める一方、私立大学は約９

割が自己資金であり、公的な支援において大きな格差がある。また、私立大学の独自性を尊重

し、私立大学の多様で特色ある研究を支援してきた国の事業［私立大学学術研究高度化推進事

業（平成19〔2007〕年度まで）、私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（平成20〔2008〕年度

～平成27〔2015〕年度まで）、私立大学研究ブランディング事業（平成28〔2016〕年度～平成

30〔2018〕年度（新規受付）まで）］も終了し、私立大学の研究資金の確保は危機的状況にあ

る。独自性を尊重した継続的かつ柔軟な支援を図るため、私立大学に対しては、一律で総花式

な支援ではなく、各大学の独自性を尊重した戦略的な支援及び評価が必要である。 

「統合イノベーション戦略」において、「知の創造」に向けた大学改革等によるイノベーシ

ョン・エコシステムの創出と戦略的な研究開発の推進、「知の社会実装」に向けた世界水準の

創業環境の実現等を図っていくこととされている。それらの取り組みを推進し、基盤的な力の

強化を実現し、諸科学の調和ある発展を成し遂げていくためには、私立大学の様々な分野にお

ける特色に溢れた多様な教育研究を源泉とすることが不可欠である。科学技術イノベーション

の基盤的な力の強化に取り組むための支援の拡充を図るとともに、私立大学の地域貢献、国際

化、教育研究の高度化を目的とした大学改革を加速する競争的資金の拡充・創設を要望する。 

 

（１）世界をリードする質の高い大学院教育のための重点的支援 

イノベーションの連鎖を生み出す環境を整備するためには、新たな学問分野や急速な技術革

新に対応できる高度な専門知識と幅広い応用力を持つ人材の育成が重要である。イノベーショ

ン人材育成の中核的な役割を果たす大学院段階、特に社会的・国際的に活躍できる高度専門職

業人の養成に目的を特化した専門職大学院において、分野や事業規模の大小を問わず、最新の

情報や高度な知識・技能を活用し世界で活躍する人材育成に向けた質の高い教育研究活動を行

う私立大学への重点的な支援が必要である。また、産業界をはじめ広く社会で活躍できる新た

な知の創造と活用を主導する博士人材を育成するため、国内外の産業界や研究機関との組織的

連携の下、世界最高水準の教育力と研究力を有する「卓越大学院」の形成を目指す私立大学へ

の支援が必要である。 

 

（２）科学研究費助成事業（科研費）の拡充と早期の全種目完全基金化 

将来のイノベーションを創出する基幹的な研究費である科学研究費助成事業は、既存の分野

の枠を超えた異分野融合や新分野の研究の芽を育み、研究者の自由な発想に基づいた基礎から

応用までのあらゆる分野を対象とする唯一の制度であり、そのさらなる拡充と新規採択率の目

標（30％）の達成を目指すことが必要である。その際、「科研費若手支援プラン」等の実行に

よる研究成果の切れ目ない創出に向けた研究者の多様かつ継続的な挑戦への支援や、新興・融

合領域の開拓強化に向けた挑戦的な研究への支援、ハイレベルな国際共同研究への大規模かつ

安定的な支援の充実等を着実に進めることが必要である。また、科研費の基金化は、複数年度



 

16 

にわたり柔軟な使用を可能とした画期的な改革として、研究成果創出に多大な効果をもたらす

ものであることから、早期に全種目を完全基金化する必要がある。 

 

（３）国の競争的研究費等における間接経費の適切な措置 

研究成果の持続的創出に向けて、分野融合、国際展開や産学連携等の推進のための持続的な

研究環境を整備するため、国のすべての競争的研究費について、間接経費を適切に措置（最低

30％）することが必要である。また、研究費以外の大学改革等を支援するための競争的経費に

ついても間接経費を適切に措置するとともに、研究代表者の人件費の一部について、研究費の

直接経費から支出可能とするなど競争的研究費改革を進める必要がある。 

 

（４）人文・社会科学分野の研究力強化のための支援 

社会を牽引するイノベーションの創出のための研究力の向上はもとより、諸科学の調和ある

発展（知の統合や分野を超えた総合性、社会的要請への積極的貢献など）を目指し、私立大学

の個性や特色に溢れた人文・社会科学分野を中心とした課題設定型の研究プロジェクトへの支

援やデータ駆動型研究への支援、データ利活用基盤の整備等の拡充を図る必要がある。 

 

（５）特色ある共同研究拠点整備のための支援 

私立大学の多様な建学の理念に基づき設置された研究ポテンシャルの高い研究所について、

学外の研究者による共同利用・共同研究に活用することを通じて、研究分野全体の研究水準の

向上や異分野融合による新たな学問領域の創出を図ることが不可欠である。コロナ禍における

共同研究活動を維持しつつ、わが国の研究力をより一層向上させる観点から、私立大学の研究

ポテンシャルを最大限に活用することが可能となる特色ある共同研究拠点の整備に対する支

援について、拠点のネットワーク化や設備の充実、人材育成機能の強化、研究活動の遠隔化・

自動化等に資するよう一層の拡充が必要である。 

 

（６）若手研究者育成のための支援 

研究者のキャリアパス確立に向けた取り組み、博士課程の学生や若手研究者が海外で研究従

事した後の帰国後のポストの確保など、若手研究者にとって将来展望が描けるような環境整備

の促進が必要である。このため、若手研究者の登竜門である博士研究員雇用における補助金の

充実は必要であるとともに、先進的な若手研究者育成制度を持つ私立大学に対し、博士研究員

雇用のための費用を補助する制度の再構築が図られるべきである。また、研究者としてのキャ

リアパスを明確化するとともに、若手研究者が自立して研究に専念できる支援が不可欠なこと

から、「特別研究員事業」「海外特別研究員事業」、テニュアトラック制や優秀な若手研究者

が独立した環境で挑戦できる機会（卓越研究員事業）の普及・定着を図るなど、優れた若手人

材の育成環境の整備を拡充する必要がある。さらに、産業界へのキャリアパスを拡大・促進す

るための制度（年俸制やクロスアポイントメント制度）の導入により、新たな価値を生み出し

て課題解決できる研究者を産学が協働して育成する取り組みへの支援が必要である。 
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（７）女性の活躍推進のための支援 

人口減少社会を迎えるわが国において、社会の活力と国際競争力を維持・強化するとともに、

私立大学の教育研究活動を活性化するためには、最大の潜在力であり、多様な視点や発想を取

り入れることを可能とする女性の活躍を推進することが重要である。 

① 科学技術イノベーションを推進する女性の理工系人材育成のための支援 

科学技術イノベーションを推進するため、理工系をはじめとする科学技術・学術分野に進

学する女性への奨学金や授業料免除などによる経済的支援をはじめ、理工系に学ぶ女性を一

貫して支援するための体制づくりのための支援が必要である。 

② 学業や研究の両立のための支援 

女子学生や女性研究者が安心して能力を最大限発揮し活躍できる環境整備のため、研究と

妊娠・出産等のライフイベントを両立するための研究サポート体制整備等への取り組みに対

する支援の充実、育児休業取得に係る研究中断後の復帰支援のための研究奨励金等の給付拡

大を要望する。 

 

（８）リサーチ・アドミニストレーター育成・確保のための支援 

大学の研究現場において、研究活動の活性化や大学の研究マネジメントの強化のため研究者

とともに競争的資金の申請、採択後の進行管理、知的財産の管理・活用等の研究マネジメント

を総合的に行う専門人材が強く求められている。こうした専門人材を活用し、大学の研究推進

体制の充実・強化を図るため、大学の規模や研究分野にも配慮しつつ、教育研究活動を支える

中核的人材であるリサーチ・アドミニストレーターの育成・確保に資する質保証の実施や、そ

の確保・活用を進める研究大学強化促進事業などによる着実な支援を図る必要がある。 

 

（９）イノベーション創出に資する研究活動に対する研究開発投資 

先端技術、バイオ分野、観光・農業等の分野におけるイノベーションの創出に向け、国立大

学に先んじて様々な研究活動を展開している私立大学に対する研究開発投資の拡充を図る必

要がある。 

 

（10）電子ジャーナル購読料の高騰への対応及びオープンアクセスジャーナルへの投稿促進等

に係る支援 

学術ジャーナルは、研究成果の公表の場であるだけでなく、公表された研究成果が刺激とな

って新たな研究活動に結びつくことで、わが国の研究力の向上と、それらの成果の還元を通じ

て社会の発展にとっても大きな意義を有している。しかし、電子化が進む学術ジャーナルの購

読料は高騰を続け、各大学は例外なく購読規模の縮小に追い込まれており、研究者のジャーナ

ルへのアクセスが限定されることは今後の研究に大きな影響を及ぼしかねない。大学の教育研

究環境を脅かすこの状況は、個々の大学の努力では解決できない国家的規模の緊急事態であり、

国として根本的な対応策を早期に講じるとともに、それまでの過渡的な支援として電子ジャー

ナルの購読費に対する補助を要望する。 
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また、個人研究費を圧迫することなくオープンアクセスジャーナルへの投稿の促進やオープ

ンアクセスジャーナルの普及の観点から、投稿実績などを算定基礎とした、大学がオープンア

クセスジャーナルへの論文出版料負担時の補助を要望する。 

 

（11）研究者の安定的な研究環境を整備するための支援 

研究者が育児休業中及びその復帰後に研究を円滑に継続できるよう、研究補助者を雇用でき

る制度に対する補助金や奨励金の給付の拡大、保育施設の学内設置の支援やその運用費用の補

助、個人で学外の保育施設やベビーシッターを利用する費用の補助の充実を図る必要がある。

また、研究者が研究や授業の実施の際に介護サービスを受ける費用の補助の実現を図る必要が

ある。 

 

（12）公的研究費の審査における新たな評価指標の導入 

米国のNational Science Foundation (NSF）における研究費審査においては、Intellectual 

Merit（知的メリット）に加えてBroader Impact （波及効果）という審査項目があり、この波

及効果には、人材育成等への寄与が含まれている。わが国の各研究費配分機関においても、事

業の特性に応じ「人材育成」の観点による評価指標が導入されるべきである。 

また、文部科学省所管の科学技術振興機構（JST）、経済産業省所管の新エネルギー・産業技

術総合開発機構（NEDO）、総務省所管の情報通信研究機構（NICT）、厚生労働省所管の日本医

療研究開発機構（AMED）等の研究費配分機関に「大学別の配分額」と「国立大学、公立大学、

私立大学」への配分額の公表を求めたい。 

 

 

要望７．スポーツの振興、文化芸術立国の創造に資する大学資源の活用並びに人材育成

に係る取り組みへの支援の拡充・強化 

＜要望事項＞ 

（１）スポーツの振興に資する取り組みへの支援 

① スポーツボランティア、障害者スポーツ支援、生涯スポーツの促進等、スポーツ振興を

担う人材育成に係る取り組みへの支援 

② わが国のトップアスリートの養成に係る取り組みへの支援 

③ 大学スポーツ施設の活用を通じた社会・地域貢献活動等に係る取り組みへの支援 

（２）文化芸術立国を担う人材育成、文化芸術施設の活用を通じた社会・地域貢献活動等に係

る取り組みへの支援 

① 文化芸術立国を担う人材育成に係る取り組みへの支援 

② 文化芸術施設の活用を通じた社会・地域貢献活動等に係る取り組みへの支援 

（１）スポーツの振興に資する取り組みへの支援 

大学におけるスポーツの振興は、大学のスポーツ施設の地域住民への開放や総合型地域スポ

ーツクラブの運営を通じて、大学の枠内にとどまらず、広く国民の健康増進に資するとともに、

地域社会への貢献へとつながる。基盤的経費への支援とは別に、スポーツ関係予算を拡充し、



 

19 

学生アスリートの学業支援のためのティーチングアシスタントの導入やオンライン授業の充

実、私立大学におけるスポーツ教育研究の充実や指導者の育成、大学スポーツ施設の活用を通

じた地域貢献活動、地域活性化等に係る取り組み、海外協定校等とのスポーツ交流等の課外活

動、さらには東京オリンピック･パラリンピック競技大会支援のためのボランティア活動等、私

立大学が地域社会におけるスポーツの拠点として担っている様々な取り組み（①スポーツボラ

ンティア、障害者スポーツ支援、生涯スポーツの促進等、スポーツ振興を担う人材育成、②わ

が国のトップアスリートの養成、③大学スポーツ施設の活用を通じた社会・地域貢献活動等）

への支援を要望する。 

 

（２）文化芸術立国を担う人材育成、文化芸術施設の活用を通じた社会・地域貢献活動等に係る取り組みへの

支援 

わが国のグローバル化を推進していくためには、私立大学が構築してきた多様で重層的な知

的資産を活用し、わが国の歴史や伝統に基づいた文化を継承する人材の育成が重要である。私

立大学は、クールジャパンと呼ばれる現代の社会情勢を反映したサブカルチャーの発信源とし

ても不可欠な機関である。日本人としてのアイデンティティと幅広い教養を持ち、日本文化を

世界に発信することを目指し、日本の芸術教育・文化発展に寄与する教養豊かな人材育成のた

めの私立大学の取り組み等に対する支援の拡充を図る必要がある。 

 

 

要望８．安全・安心な教育研究環境の実現並びに被災地復興、被災学生のための支援の

継続・拡充等 

＜要望事項＞ 

（１）安全・安心な教育研究環境の整備に係る支援（時限措置となっている耐震改築に係る支

援の延長や、耐震改修、防災に係る支援における国私間格差の是正） 

（２）私立大学に係る激甚災害（本激）並びに局地激甚災害（局激）による被災学生に対する

授業料減免等事業支援 

（３）私立大学の防災拠点機能の強化と安全・安心のための支援 

（４）原子力災害による被災学校法人等に対する重点的支援 

（１）安全・安心な教育研究環境の整備に係る支援（時限措置となっている耐震改築に係る支

援の延長や、耐震改修、防災に係る支援における国私間格差の是正） 

私立大学の施設は、学生の学修や教育研究活動を営む場である。また、非常災害時において

は、被災地域の避難住民の受け入れや復興に向けたボランティアセンター等として、防災・減

災や復旧・復興を支えている。私立大学が地域の防災・減災や復旧・復興の拠点としての機能

を強化するための取り組みに対する継続的な支援を要望する。 

文部科学省によると、耐震化率については国立大学の99.3％に対し、私立大学は94.0％と、

約５％の格差が存在している。学生の生命・健康・安全を確保する施策において、国立大学と

私立大学との間に差を設けることがあってはならない。共にわが国の将来を担う重要な人材で

あり、私立大学の施設は公共財である。このことから、私立大学の施設の耐震化については、
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これまでもその重要性を踏まえ、積極的に取り組みを進めてきたところであるが、私立大学は

国立大学と違い２分の１補助という制約があるうえに、私立大学の施設の中には、文化財建造

物としての指定を受けた建物等が存在しており、それらの耐震化を進めるに当たっては、通常

の建物より高度な技術、高額な費用と時間を要すること等の理由から、耐震化の完了まで時間

を要している現状である。このことから、耐震化が完了するまでの間の支援の継続、拡充を要

望する。 

 

（２）私立大学に係る激甚災害（本激）並びに局地激甚災害（局激）による被災学生に対する

授業料減免等事業支援 

災害復旧事業において激甚災害（本激）指定の場合、激甚災害に対処するための特別の財政

援助等に関する法律（第17条）に基づき、私立学校施設についても復旧費の２分の１の国庫補

助を受けられることとなっており、平成29年度からは局地激甚災害の指定区域にある私立学校

施設についても復旧費の５分の２の国庫補助を受けられることとなっている。他方、国立学校

施設は全額が補助されることとなっており、国私間において格差がある。本激、局激のいずれ

においても国立大学に対する措置を踏まえた補助率の嵩上げ措置など国の支援を強く要望す

る。被災地の学生の修学環境は大きく損なわれており、特に被災した私立大学の学生等が安心

して学修を継続できるよう、授業料減免等事業支援の継続・拡充を要望する。 

 

（３）私立大学の防災拠点機能の強化と安全・安心のための支援 

熊本地震・東日本大震災では、被災地域の私立大学が震災直後の避難住民の受け入れを図る

とともに、震災後は復興に向けたボランティアセンター等として、地域における重要な拠点の

役割を担い、防災や復旧・復興を支えてきた。私立大学等の高等教育機関は、災害時には地域

コミュニティの防災拠点としての役割も担うことから、教育研究施設以外の施設の耐震化をは

じめ、備蓄倉庫や自家発電設備等の整備、非常食や毛布等配布用備蓄品の購入に対する支援等、

防災拠点機能を強化するための取り組みに対する支援を図る必要がある。 

これまで実施されてきている地域復興センターや地域コンソーシアムによる被災地域の大

学の知的資源を活用した取り組み（コミュニティ再生、産業再生、復興の担い手育成、医療再

生、ボランティア活動など）に対する支援について、産官学連携機能を一層強化できるような

継続的な支援が必要である。 

また、防災教育・研究機能の強化・推進により、国はもとより地域の防災行政に資する教育・

研究に取り組む大学の体制整備等に係る支援も必要である。 

 

（４）原子力災害による被災学校法人等に対する重点的支援 

東京電力福島第一原子力発電所の事故により、福島県を中心に多くの住民が住み慣れた場所

を離れ、今なお困難で厳しい避難生活を続けている。そのような状況下において、地域復旧と

再生を地元の地方公共団体とともに担い、活動を続ける周辺地域の私立大学に対し特段の支援

措置を講じる必要がある。また、原子力災害の一刻も早い収束に向け、国公私立大学の枠組み

を超えて、原子力分野の研究者の結集を図り、原子力災害の収束に向けた取り組みや安全性確
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保に関する研究（除染の研究を含む）、メンタルケアを行う人材の養成等に全力を注ぐべく適

切な支援措置を講じる必要がある。 
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≪付記≫ 令和４年度私立高等専門学校関係政府予算に関する要望 

 

【要望の趣旨】 

 

幅広い個性を有する学生を育て、多くの卒業生を地域に送り出す等、地方創生にも大きく貢献

している私立高専は、ものづくり立国日本を支える多様な高等教育機関として、国からの手厚い

財政支援が重要なことと考えます。 

 

【要望の背景】 

 

○ 高専の現状 

近年、高専に対しては、Society5.0に求められる人材育成として、数理・データサイエンス・

ＡＩ教育やロボット利活用の教育プログラムの導入、高度化・国際化の推進等、政府・産業界

からの期待や東南アジアを中心に諸外国からも関心が高まっています。 

その高専は国公私立合わせて 57校（国立 51校、公立３校、私立３校）ですが、私立高専は

全高専の僅か５％であり、70％を占める私立大学とは大きく異なります。私立高専がこれ程少

ない要因には、私立高専固有の財政上の問題があるからです。 

 

○ 国公立高専との費用負担格差 

私立高専は、原則学納金収入で経営を行っており、国からは私立大学等経常費補助金が交付

されていますが、高等教育機関であるために、地方自治体からの財政支援は充分ではなく、国・

公立高専との格差に加え、学齢が同じ私立高校との間にも格差が生じています。 

後期中等教育（高校）に相当する高専１～３年次の授業料については、私立高校と同様に家

庭の所得に応じた負担軽減策を国が実施しています。また、地方自治体によっては、国の支援

に上乗せして授業料の負担軽減策を実施しているところもありますが、それは主に大都市に限

られており、学生の居住地と学校所在地とが異なる場合には自治体から支援が受けられない等、

全員に恩恵があるわけではありません。学生確保のためには、地方の私立高専の授業料は地域

の私立高校並みに減額も行わざるを得ません。 

 

○ 高専制度の課題 

私立高専は建学の精神に基づいた独自の特色ある工学教育に取り組んでいますが、高専は実

験・実習を豊富に取り入れた実践的教育を特色としているため、文系よりも施設設備費が必要

です。なおかつ、学年制で、１クラス 40名程度の少人数クラス編成を設置基準で義務づけられ

ているため、学生定員を満たしているにもかかわらず、厳しい経営を強いられております。 

 

○ ポストコロナ時代の影響 

現在、新型コロナウイルス感染症の影響は大きく、感染拡大防止と学生の学修機会の確保の

ために遠隔授業が行われており、対面授業は少しずつ再開されているものの、実験・実習及び

留学等にも多大な影響がでております。今後は、面接授業と遠隔・オンライン授業のハイブ  
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リット型教育の実施の為に、従来とは異なる対応が求められます。 

 

【要望事項】 

 

１．私立高専に対する国の支援の充実・強化 

令和２年度の私立高専に対する国の支援は学生一人当たり 13.4 万円で、後期中等教育に相

当する１～３年次を含め、私立高校の生徒一人当たり 34.1 万円（国庫補助金 5.6 万円＋地方

交付税 28.5万円：財源計画）と比べても、格差は 21万円にもなっています。 

また、高専４・５年次の学生が対象の無償化についても、私学の持つ特性をご勘案いただき、

高専１～３年次の学生に対する支援の格差是正と同様に、国の支援の充実をお願いします。 

 

２．高等学校等就学支援金制度の年収要件（590万円未満）の拡大 

  ― 対象：高専生１～３年生 年収 910万円まで ― 

2020年４月より開始された「私立高校授業料実質無償化」政策について、年収 590万円未満

で引き上げられたことにより、対象となる多くの生徒が恩恵を受けられ、進学機会が増えまし

た。 

しかしながら、年収要件を少しでも超える世帯の生徒については、従来の 11.88万円のまま

であり、逆に格差が生じています。分厚い中間層への支援も必要不可欠であり、教育の実質的

な機会均等に寄与するためにも、年収要件を最大 910万円（就学支援金制度の対象上限）まで

拡大するようお願いします。 

また、先述の通り、特に地方の私立高専の授業料は、入学対象が１５歳のため地域の私立高

校の授業料まで下げざるを得ない状況もあるので、就学支援金の支給上限額のさらなる拡大も

お願いします。 

 

３．遠隔授業推進への支援 

― 教育環境整備及び遠隔教育プログラム・教材開発 等 ― 

  各高専で遠隔授業が行われていますが、学生の通信機器の整備が充分でないこともあり、自

宅での学修環境に格差が生じています。全ての学生が同じ環境下で学修ができるようＩＣＴ環

境の整備・維持・拡充に係る支援をお願いします。 

  また、遠隔授業を行う場合、従来の対面の授業内容では十分対処できないこともあり、デジ

タル技術等を活用した質の高い教育プログラム・教材開発への支援をお願いします。 

 

【関連事項】 

 

〇 国際化に向けた高専における準学士の称号から学位化の実現 

経済財政運営と改革の基本方針２０２１に「高等専門学校の高度化・国際化」が謳われています。

高専生の海外への留学や受入れ留学生にとって、学位の国際的通用性が重要であるので、高専に

おける学位授与について準学士の称号から学位化のご検討をお願いします。 
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【２】 令和４年度私立高等学校等関係政府予算に関する要望 

 

少子高齢化が進行する中で、今後とも持続可能な社会を継続していくためには、我が国の将来

を担う子供たちに、時代や社会の変化に対応できる能力や課題解決力を身に付けさせる必要があ

り、教育環境の整備が最重要課題となっています。 

これに加え、我が国の私立中学高等学校が新型コロナウイルス感染症への対応策を切っ掛けに

学校のＩＣＴ化を進め、有為な人材の育成を通じて国の発展に貢献していくには、先ずは学校経

営の安定的継続が前提であり、そのためには経常費助成の更なる拡充とともに、これからの公教

育の共通基盤となるＩＣＴ等の教育環境の整備への国公私立を問わない支援が喫緊の課題と 

なっています。 

また、子供たちそれぞれに相応しい学びを保障する観点から、幼稚園から大学に至る全ての学

校種において保護者の経済的負担の一層の軽減が求められている中で、私立中学高等学校への公

的支援の拡充、とりわけ、私立中学校の保護者の負担軽減は重要な課題であります。 

つきましては、我が国の私立中学高等学校が公教育学校として必要な教育環境を整備して健全

な学校運営を維持し、新しい教育、特色ある教育を提供できるように、令和４年度政府予算概算

要求の編成に当たっては、私立学校振興助成法の基本理念に基づき、以下の事項について格別の

ご高配をお願い申し上げます。 

 

〔要望事項〕 

 

１．私立高等学校等の経常費助成費等に対する補助の拡充強化 

【令和３年度予算額：１,０１９億１,５００万円】 

私立中学高等学校は、それぞれが建学の精神の下、常に社会の進展と時代の要請に応じた特

色ある教育を展開し、公教育の発展に大きく貢献してきました。 

現在、新型コロナウイルス感染症の収束が見えない中で、各校は恒常的な感染症対策を講じ

ながら、国の指示に従い、対面を中心に必要に応じてオンラインを活用しながら授業を続けて

います。このような状況下にあっては、これまで以上に学校のＩＣＴ化を進めなければなりま

せんが、経常費助成と学納金によって支えられている私立学校の財政状況では誠に厳しく、保

護者負担に頼らざるを得ず、その増大が危惧されます。また、学校のＩＣＴ化を進めるに当  

たっては、教員のＩＣＴ活用指導力を育成するための研修や学校現場へのＩＣＴ支援員等の配

置についても、国公立と同等の拡充強化が喫緊の課題となっています。 

つきましては、私立中学高等学校の教育全般の充実発展のための包括的補助である私立高等

学校等経常費助成費等補助の大幅な拡充を強く要望いたします。 

また、令和 3年度から本格的に実施された授業目的公衆送信補償金制度の補償金額への補助

は、一般補助と同様、都道府県に対する国の財源措置とされていますが、逆にこれにより、都

道府県間で格差が生じる恐れもあります。ＩＣＴを活用した教育の推進と著作権者の保護の双

方の観点に立ち、子供たちが安心して資料等を自由に活用するため、私立大学と同様に、私立

高等学校等の各校が補償金全額を確実に受領できるよう制度見直しの検討をお願いいたしま

す。 
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２．私立高等学校等におけるＩＣＴ環境の整備に対する補助の拡充強化  

【令和３年度予算額：１２億５,０００万円】 

学校のＩＣＴ化が喫緊の課題となる中で、新型コロナウイルス感染症の拡大により、オンラ

イン学習の必要性と重要性が再認識され、国は数次にわたる補正予算によって「1人１台端末」

の早期実現や Wi-Fi環境の整備を前倒して進めてきました。その結果、例えば、義務教育段階

の端末整備は、公立では令和２年度末までにほぼ完了したのに対し、私立は補助率が２分の１

であるために、整備率は保護者購入を含め未だ約４割に止まっています。また、令和３年度に

開始された高等学校の低所得世帯等の生徒への端末の整備についても、私立はその補助率や仕

組みが利用しづらいために整備に遅れが生じています。 

申し上げるまでもなく、ＩＣＴは国公私立を問わず、２１世紀の学校教育の共通の基盤であ

り、初等中等教育段階に学ぶ全ての子供たちがＩＣＴ活用能力を修得できるよう、その教育環

境を整備することが最優先課題となっています。 

つきましては、私立中学高等学校における「１人１台端末」の整備とＩＣＴ支援員の配置、

未だ不十分な Wi-Fi環境の整備、来たるべき機器の更新等、学校のＩＣＴ化の推進に係る経費

については、所要の補助の拡充とともに、公私の別なくその全額を国で負担する等、制度の抜

本的見直しを強く要望いたします。 

更に、デジタル教科書は「１人１台端末」に搭載すべきものであり、教科書無償の小・中学

校のみならず、準義務教育ともいえる高等学校に対しても、端末の整備、更新と一体のものと

して端末の個人所有を前提とした支援整備を導入されるよう強く要望いたします。 

 

３．私立高等学校等施設の耐震化及びコロナ禍における空調・換気設備に対する補助の

拡充強化        

【令和３年度予算額：１８億９,９００万円】 

学校施設の耐震化は、我が国の将来を担う子供たちの生命と安全を守り、災害時には避難所

として地域社会の安全・安心の確保に貢献していることからも、一刻も早く完了すべき課題で

あります。 

更に、感染症、熱中症対策として、教室及び体育館の換気・冷房設備等の整備・改修を進め

る際には、国が目指す脱フロン・低炭素社会の実現のために、学校におけるフロン対策も急務

となっています。 

既に、近年、熱中症対策の一環として、公立小中学校等の各教室の冷房化への支援措置が実

施されている一方で、私立学校への支援は、従来の私立高等学校等施設高機能化整備費補助と

コロナ関連の補正予算である教室の空調・換気設備の整備予算に止まっており、必要経費の全

額を公費で賄われる国公立学校に対し、私立学校では多額の自己負担を強いられることから、

十分な対応ができないのが実情です。 

つきましては、私立学校施設の耐震化の完了、教室及び体育館の空調設備等の設置・更新、

フロン対策への支援等、施設の高機能化・省エネ化の推進を図るため、所要の補助の大幅な拡

充強化を図るとともに、新しい社会目標への積極的対応のための補助として、公私の別なく、

その全額を国で負担する等の制度の見直しを検討するよう強く要望いたします。 
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４．私立高等学校等就学支援金制度の拡充強化 

   【令和３年度予算額：4,169億 700万円（公立分含む）】 

令和２年度から国による「私立高等学校授業料の実質無償化」が実施され、年収５９０万円

未満世帯の支援金は、私立高等学校の全国平均授業料額を勘案した３９６，０００円まで引上

げられましたが、未だ私立の「施設整備費」等については支援の対象外とされているなど、そ

の内容は私立の学納金の実態にそぐわないままであり、私立高等学校における「教育の実質無

償化」は未だ達成されない状況にあります。 

また、年収５９０万円以上世帯の支援金は、制度発足時の１１８，８００円に据え置かれた

ままであり、年収５９０万円を境に大きな格差が生じている上、都道府県独自の上乗せにより、

新たな地域間格差も生じています。 

つきましては、これらの格差を是正するため、例えば対象となる年収階層に新たな区分を設

け、支援金の加算を図る等制度の拡充を検討されるようお願いいたします。 

更に、令和２年度に創設された専攻科生徒への修学支援は、高等学校教育制度上の「専攻科」

として、高等学校等就学支援金制度の枠組みでの年収基準および補助対象上限額の引上げを強

く要望いたします。 

 

５．私立小・中学校等の生徒等への経済的支援制度の拡充強化 

【令和３年度予算額：９億６,7００万円】 

私立中学校に通う年収４００万円未満世帯の生徒に対する年額１０万円の授業料軽減支援

制度は、国の教育の無償化政策の一環として平成２９年度から実施され、令和３年度で５年間

の実証期間が終了いたします。 

この制度は子供たちが家庭の経済状況に左右されることなく、自らに相応しい教育を選択で

きるようにするための端緒と考えていましたが、調査によると、支援金受給世帯の９割強がこ

の制度により負担が軽減されたと回答し、８割弱は私立への入学決定に影響を及ぼしたと回答

しています。 

つきましては、昨今のコロナ禍の影響もあり、受給世帯の５５%では入学後に家計が急変した

との調査結果等も踏まえ、改めて、本制度の恒久化を図るとともに、対象年収の拡大や支援額

の拡充をお願いいたします。 

併せて、私立中学校に入学した生徒が、家計急変等により転学を余儀なくされることなく学

業を継続できるよう、私立大学生と同様に、国の全額負担による新たな支援制度の創設をお願

いいたします。 

 

６．日本私学教育研究所研究事業費等に対する補助の拡充強化 

【令和３年度予算額：２,０１９万円】 

現在、全ての教員が新学習指導要領に対応して、英語４技能指導力、ＩＣＴ活用指導力、理

数教育力等の向上や、Project Based の学びでＳＴＥＡＭ教育を実践し、２１世紀型教育の象

徴としてのリベラルアーツの現代化に挑戦することが求められています。 

日本私学教育研究所は、私立高等学校等の教育及び経営に係る研究事業とともに、教員の教
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育力向上のための初任者・若手・中堅教員研修をはじめ英語指導力向上研修など様々な研修事

業を実施しています。 

つきましては、上記の研究・研修事業を通して、私立高等学校等の教育の質の向上に資する

同研究所に対する補助の大幅な拡充強化を強く要望いたします。          
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【３】 令和４年度私立小学校関係政府予算に関する要望 

 

 本年１月に発表された中教審答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して」の総論冒頭に

おいて、これからの時代は先端技術の高度化によって「これまでとは『非連続』とも言えるほど

劇的に変わる」と記されています。この激変に対応することが教育界に求められているというこ

とを深く自覚するものです。 

また、令和３年は日本私立小学校連合会創立８０周年の節目の年であります。１９４１年(昭

和１６年)「国民学校令」発令に合わせて、全国の私立小学校は廃校と閣議決定されました。これ

に対して、私どもの先達は「日本私立小学校連合会」を発足させ、廃校から免れることができま

した。８０周年の今年、新たな気持ちで初等教育のために尽力しようと会をあげて誓っていると

ころであります。 

 日本私立小学校連合会の創立当初とは時代が大きく変わり、私立小学校に対して国や自治体か

ら多大なる助成金やご支援を受けております。まことにありがたいことと感謝申し上げます。し

かしながら、私立小学校をはじめ教育界もコロナ禍をはじめ新たな時代の課題に向き合っていま

す。かつてはなかったような問題が次から次へと出てくるため、その対応に苦労し経営面で圧迫

されている学校も少なくありません。国や自治体から、なお一層のご支援をお願いする次第でご

ざいます。 

 私立小学校数は、全国の小学校数の１.２％にすぎませんが、それぞれが建学の精神に基づき、

私学人としての誇りをもちつつ、特色ある教育を時代に即して実践してきました。日本私立小学

校連合会に加盟する１９３校は、お互いに協力結束して研究や研修に取り組み、新たな日本の小

学校教育のための実践を積み重ねています。これからも先駆的な教育の実践をなす日本私立小学

校連合会であり続けたいと思っております。 

 現在、わが国では、ＧＩＧＡスクール構想をはじめ新たな施策や法令整備が次々と進められて

いますが、このような国の主導する施策に私立小学校が自力で対応することには自ずと限界があ

ります。国の施策に必要な教育環境の整備はもとより私立小学校の公教育としての教育活動が充

分に行えますように、以下の要望事項について、格別のご高配をお願い申し上げるものです。 

 

〔要望事項〕 

 

以下のとおり、５項目について要望いたします。 

 

１．私立小学校の経常費助成費等に対する補助の拡充強化 

 ① 私立小学校は少子化の中にあっても増えております。近年開校した私立小学校３校を含め

て、現在全国には２４０校の私立小学校があります。 

（※ 日本私立小学校連合会には、そのうち１９３校が加盟しています。） 

これらの私立小学校は、特色ある教育を進めることによって学校選択の自由を保障する
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貴重な存在となっています。私立小学校の存在意義を高め維持発展させるためにも、助成の

趣旨にそって経常費の２分の 1助成の達成をお願いいたします。 

※ 私立小学校は増える傾向にあると申しましても、過疎化の著しい地方においては残念

なことに閉校を余儀なくされている私立小学校があることを補足しておきます。建学

の精神や教育方針に賛同し憧れて入学を希望する家庭があっても、地域に学費を支払

う経済力のある家庭が少なくなれば、閉校のやむなきに至ります。私立小学校は、公

立のように統廃合は極めて困難である事情に鑑み、過疎地域に対する支援強化をお願

いいたします。 

 ② 多くの私立小学校が、昨年来のコロナ禍にあって、十分な募集活動(学校説明会、入試相談

会、体験授業等)が実施できませんでしたが、コロナ禍だからこそ、きめ細かい感染症対策と

オンラインによる家庭学習支援等を充実させなければならないと、各私立小学校とも例年以

上に力を発揮したところでございます。そういう取り組みの中で、私立小学校が支出した負

担は大変大きいものとなっております。この点からも従前以上の経常費補助の拡充強化が必

要であることをご理解願います。 

 ③ 公立小学校の学級定員が４０年ぶりに改定され、４０人学級から３５人学級とすることと

されました。このねらいは、中教審答申にある「多様な子供たちの資質・能力を育成するた

めの、個別最適な学び」の実現にあるだけでなく、感染症対策として「３密」を回避するね

らいもあるのだと受け止めております。 

この点において、ほとんどの私立小学校は敷地面積や教員数等の限界をかかえていること

から、クラス数増加によって学級定員を減らすことは困難であります。純粋に入学定員を減

らすことによってしか対応できず、３５人学級の実現は私立にとって学費収入の大幅減少を

意味しますので、学校の健全な経営を圧迫することにつながります。とても良い施策が私立

にとっては経営を圧迫するという矛盾を生みます。この点に対するご配慮とご支援をお願い

いたします。 

 ④ 学級定員を減らしたときの学費収入減少を防ぐ方法として学費値上げがありますが、小学

生の保護者は若年齢であり経済力に限界があるため、学費値上げは極めて無理があることを

ご理解願います。 

⑤ 新学習指導要領において、３,４年生は外国語活動、５,６年生は教科として外国語が導入

されました。私立小学校では早くから外国語教育を進めてまいりましたが、国の新たな施策

に沿って、従来以上に外国語教育を充実させようとしている学校がほとんどです。 

ネイティブ教員の採用や講師の招聘のための資金の補助が必要です。また海外交流教育プ

ログラム等への大幅な補助制度の新設もお願いいたします。 

 

２．保護者負担教育費の公私間格差の是正 

① 令和元年度の児童１人当たりの教育費の平均は、公立小学校では９８９，２６４円である

のに対して、私立小学校児童１人当たりへの支出総額は２７４，９７２円で、公立小学校の

約２７.８％にすぎません。保護者負担が少しでも軽減されるよう公私間の格差是正（少なく

とも経常費５０％の助成額）をお願いいたします。 
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② 私立小学校の保護者は創立者の建学の精神や特色のある教育方針に賛同して子供を入学

させているのであり、必ずしも家計に余裕があるから私立小学校を選択しているのではない

ということをご理解願います。 

③ 本連合会の全国へのアンケート結果によると、コロナ禍の中で保護者の家計状況が急変し、

授業料等の納付金が払えない家庭が５２校の私立小学校で存在しました。回答をいただいた

学校の３５.６％に当たります。 

都道府県によっては、経常費補助の特別補助として授業料減免制度を設けている学校に対

する支援があるところもありますが、授業料減免制度がない学校においてもコロナ禍の中で

家計状況が急変した家庭には、緊急であることに配慮して、支援の手を差し伸べていくため

の検討をお願いいたします。 

④ また、「私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実証事業」が進められてお

りますが、これを国においても恒久的施策として採用されますようお願いいたします。そし

て支援上限額（１０万）を増額すること、さらに年収水準（４００万未満の家庭を対象）の

引き上げを行うこともご検討いただきますようお願いいたします。幼児教育の無償化や高等

学校の学費無償化の流れの中で、小学校、中学校という義務教育学校に対する支援をお願い

したいと存じます。 

⑤ 私立小学校における給食の提供についてもご配慮いただきたいと思います。公立小学校は

食材費だけを納めれば良いことになっていますが、私立小学校の場合、外部発注を含めて給

食施設の費用（建設・維持・人件費）に至るまで保護者負担とせざるを得ません。給食を用

意していない学校の保護者は毎日弁当を作る負担をお願いしています。私立小学校における

給食費補助についてご検討いただきたいと存じます。 

⑥ 男女雇用機会均等のもと、私立小学校の保護者においても夫婦共働き家庭が増えておりま

す。そのため学童保育やアフタースクールの整備が求められるようになっておりますが、こ

の点における補助についてもご検討お願いいたします。 

 

３．ＩＣＴ環境の整備に向けた支援措置の拡充強化 

① 私立小学校においては早くから校務システムのＩＣＴ化に取り組んでおりますが、その維

持・保守のためには大きな出費を必要としています。また私立小学校間におけるＩＣＴ環境

の差異も大きく格差が生じています。全般的にみれば現代の教育水準から求められているこ

とに照らしてＩＣＴ化が遅れていると言わざるを得ません。機器・設備の拡充とオペレーシ

ョン能力や指導能力の向上のための研修が緊急に必要であり、それらの研修に対する補助を

お願いいたします。 

② 昨年来のコロナ禍にあって、私立小学校においても休校や分散登校等により自宅での学習

を余儀なくされました。児童の在宅学習を支援するためにオンラインのホームルームや授業

を行ないました。そのため、ほとんどの学校が従来設備に加えて、端末の整備や Wi-Fi環境

の整備などに追われました。ＩＣＴ教育環境の整備に係る補助をお願いいたします。 

③ 国の進めるＧＩＧＡスクール構想による児童一人一台のタブレット端末支給という点

においても私学への補助は実費の２分の１と大きく制限されています。本施策が国家的事
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業であることに鑑み、全額補助であるべきだと存じます。ご検討をお願いいたします。 

また、機器は３～５年で新しいものに更新していかなければなりません。そのための費

用も必要です。そのためレンタルの制度を利用する学校もありますが、こちらへの補助は

本年度１年のみとなっております。継続した補助をお願いいたします。 

ＧＩＧＡスクール構想の推進にあたっては公私平等の施策ならびに補助対象の拡充をお

願いいたします。 

④ 令和２年度から施行された新学習指導要領で実施が求められているプログラミング教

育等の新しい教育に対応するため、ＩＣＴの研修・研究のための補助金制度の拡充をお願

いいたします。 

デジタル教科書の導入については引き続き検討が重ねられるようですが、その費用につ

いては義務教育無償の精神に沿われることを望みます。 

 

４．学校安全対策・環境整備に対する補助の拡充強化 

① 東日本大震災から１０年が経過しましたが、平成３０年４月１日現在で、公立学校施設の

耐震化率はほぼ１００％であるのに対して、私立学校は９２.３％に止まっています。子供た

ちの命を守り、安全を確保するためにも、補助率を公立学校と同水準とするよう補助内容の

拡充をお願いいたします。 

② また、災害時備蓄品（水、食料等）は消費期限の前に随時更新していかなければなりませ

ん。そのための補助を引き続きお願いいたします。宿泊のための備品（パネルシート、簡易

ベット、冷暖房機器等）についてもご支援お願いいたします。 

③ コロナ禍の中、消毒用品や非接触型検温器、密にならない間仕切りなど、感染対策に必要

な品物に対する出費が大幅に増えています。これらに対する補助もお願いいたします。 

④ 地球温暖化に伴う問題も毎年のように生じております。全国各地において、「過去に経験し

たことのない」豪雨氾濫の被害が生まれており、新たな自然災害への備えとしての環境整備

が必要になってきています。水害や土砂災害防止のための環境整備に対する補助もお願いい

たします。 

また、近年は５月から猛暑となり、９月いっぱい猛暑が続くようになっているため、熱中

症対策が必須となっております。エアコン稼働の期間が長くなっていることから、その維持

管理にかかる費用が膨大にふくらむようになっています。以上の点における支援をお願いい

たします。 

さらに、体育館のエアコンも必須となっているため、その補助が実現したことに感謝して

おります。この点の更なる補助の拡充をお願いいたします。 

⑤ 私立小学校児童の多くは公共交通機関を利用した遠隔通学をしております。通学区間の安

全対策に取り組んでいただきますようお願いいたします。 

学校独自に駅・バス停・交差点等に人員を配置し安全確保をはかっているところも多くご

ざいます。また通学バスを設けている学校もあります。この方面のご支援もご検討いただけ

ればと存じます。 

近年は、登下校確認メールシステムやＧＰＳ利用位置情報システムなどによって児童の安
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全確認を行う私立小学校も増えております。この点の支援もご検討をお願いいたします。 

⑥ 幼稚園から小学校時代の教育にとって「遊び」は極めて重要な要素を持っています。小学

校において「遊具」を設置していない学校はありませんが、幼稚園には遊具設置に対する

補助が行われていますが、小学校に対しては補助がありません。大型遊具設置には何千万

円も要するものもあるため、遊具補助の実現を望みます。 

 

５. 教職員の研修・研究への助成拡充 

① 教員にとって研修・研究は命のように大切なものです。外部研修会参加のために日常的に

学校を留守にすることができない小学校教員にとっては、自校での研修会や研究会を開ける

環境（講師を自校に招く等）が絶対に必要です。開催費用への補助を増やしてほしいという

要望は年ごとに増えておりますので、研修に対するご支援をお願いいたします。 

② 長期休業を利用して実施する日本私立小学校連合会加盟校の教員の合同研修会・研究会は、

一般財団法人 私学研修福祉会等に主催・運営していただいておりますが、運営費用は日本私

立学校振興・共済事業団の融資事業による運用益を原資とした「助成金」によりまかなわれ

ています。当事業団に対する補助金の拡充をお願いいたします。 

一年間の数少ない機会を利用して全国の教員同士が触れ合い、共に学びあうことは、他校

の風にあたることによって自己を振り返り、切磋琢磨しあい、児童のために教育力向上させ

るうえで大切なことです。全国の学校から一ヶ所に集合するわけですから、交通費や宿泊費

がかさむために、多くの学校が参加者を制限せざるをえない状況にあります。教員の研修を

保障するために、参加費や旅費・交通費等の補助を要望いたします。 

③ 教職員の研修・研究を充実させるためには、何よりも教職員の健康を維持することが第一

であります。この点で国が教職員の働き方改革を熱心に進めていただいていることに感謝申

し上げる次第です。 

私立小学校はぎりぎりの教員数で運営しているところがほとんどであり、年次有給休暇を

思うようにとれない状態にある現状をご理解いただき、経常費の大きな部分を占める人件費

特別補助についてご検討お願いいたします。 

④ また、昨今どの学校においても特別支援を要する児童の入学が増えております。特別支援

のための教員加配に関する補助の新設もお願いいたします。 
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【４】 令和４年度私立幼稚園関係予算の編成に関する要望 

 

―良質な幼児教育のための制度整備について― 

 良質な環境が与えられず幼児期を過ごしている幼児が増えている。当連合会では、幼児教育の

質の評価に取り組んできた。すべての子どもが良質な幼児教育を受けられるよう制度を整備する

とともに、すべての施設が良質な幼児教育環境を提供できるよう努力していく事が重要である。 

 そのためにも、特に以下の点に留意した取り組みが重要である。 

① 文部科学大臣から公表された「幼児教育スタートプラン」の着実な具体化を進めるとともに、

各園における優れた実践の蓄積を生かし、小学校教育の早期化ではなく、幼児教育の特性を生

かすこと。 

② 幼児教育行政については、引き続き文部科学省において、義務教育など教育制度全体との一

貫性を確保した上で、幼児教育の成果を確実に小学校教育で花開かせるよう実施すること。 

③ 国や地方において、義務教育など教育制度全体との接続を確保した上で幼児教育の推進体制

を強化すること。 

④ 建学の精神に基づき、各園の入園者受け入れ方針のもとに選考を行う幼稚園の枠組みを、幼

稚園から大学教育まで一貫した教育観、制度の下に維持すること。併せて、自治体や小学校に

対して、幼児教育との接続・連携の重要性を啓発すること。 

⑤ 多様な保護者ニーズに応えるため、短時間・長時間ともに、預かり保育への支援を引き続き

充実させること。 

⑥ 良質な幼児教育を幼稚園・認定こども園が実践するためには、財源の充実が不可欠であり、

財源確保のための十分な措置を行うこと。 

 

以上を踏まえ、令和４年度予算について、以下のとおり要望いたします。 

 

〔要望事項〕 

 

Ⅰ 私学助成関係 

Ⅰ－１ 私立高等学校等経常費助成費補助制度（幼稚園分）の拡充等 

  幼児教育の基盤整備・強化及び質の向上は、国や地域社会の永続的発展のための重要な要素

のひとつです。私立幼稚園がこの重要な使命を果たすためには、幼稚園教諭をはじめとする教

職員の資質の一層の向上をはかる必要があります。知識、技能そして豊かな人間性は経験を深

め研修を積み重ねることにより身につくものであり、経験豊かな教職員が長期にわたり勤務し

続けられるようにすることは、教育の質に直結します。このため、幼児教育の基盤強化のため

の経常費補助の一層の拡充と、特に、教員の処遇改善が必要であり、こうした取組を進める都

道府県に対する支援の充実が不可欠です。また、幼児教育・保育の無償化の施行以降、私学助

成園には多くの事務負担が発生しています。 

  また、ノーマライゼーション、インクルージョンの観点から、私立幼稚園教育においても特
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別支援教育の一層の充実が要請されています。 

  さらに、預かり保育は幼稚園を利用する保護者の多様な子育て支援ニーズを捉えたものであ

り、利用時間の長・短を問わず、引き続き支援の充実が必要です。 

  つきましては、次の点につき要望いたします。 

（１）私立高等学校等経常費助成費補助制度（一般補助）（幼稚園分）の充実 

（２）同補助制度に関し、幼稚園教員の人材確保支援の拡充強化 

（３）無償化に伴う事務負担の増に対する事務処理体制の整備のための、継続的な財政支援及び

広域利用が多い幼稚園と市区町村との事務負担の軽減 

（４）私立高等学校等経常費助成費補助制度（幼稚園特別支援教育経費）に係る交付要件の緩和

や専門家による巡回指導、あるいは特別支援教育支援員の配置等 

（５）預かり保育推進事業への支援の継続・充実 

Ⅰ－２ 短時間（４時間未満）の預かり保育事業への助成の存続 

  昨秋の行政事業レビューにおいて指摘を受けて行うこととされた、２時間以上４時間未満の

預かり保育に対する助成における基礎単価の段階的廃止は、教育時間４時間を前提として議論

されていましたが、現実には教育時間を４時間より長く設定している幼稚園も少なからずあり

ます。そして教育時間と保育時間の合計においては８時間もしくはそれ以上の保育を実施して

いる園もあることから、４時間未満の預かり保育が、利用者ニーズに応えている実態がありま

す。また、女性の働き方はパートタイム勤務のほかテレワーク勤務など多様化が進んでおり、

こうした短時間就労などのワーキングマザーを支える役割を、４時間未満の預かり保育が担っ

ている実態もあります。以上２点を踏まえ、４時間未満の預かり保育への基礎単価の段階的廃

止を撤廃し、支援の充実を行ってくださいますようお願いします。 

Ⅰ－３ 個人立・宗教法人立等の幼稚園に対する私学助成の特別補助制度の創設 

  個人立・宗教法人立等の私立幼稚園に対しても、子育ての支援を推進するための預かり保育

や地域の子育てセンター的な役割に関する経費について、学校法人立幼稚園の制度に準じた補

助を引き続き要望いたします。特別支援教育や耐震補強等の安全・安心の確保に関する補助制

度につきましても、同様のご配慮を要望いたします。 

 

Ⅱ 子ども・子育て支援新制度関係 

Ⅱ－１ 幼稚園・認定こども園に係る公定価格の改善 

（１）コロナ禍等による出生数の減少等による園児減への対応 

今年実施した全日本私立幼稚園連合会の緊急アンケートによると、認定こども園において

０歳児利用児童が減少する傾向が確認されました。そのような厳しい経営状況の中で、各施

設は昨年並みの利用定員に応じた保育教諭の雇用を行っています。コロナ禍という緊急事態

での人件費対応のために、公定価格の増額もしくは、別途補助金の創設をお願いします。 

また、今後少なくとも６年間はコロナ禍の影響で、また地方等は社会流失の影響で大幅な

園児減が見込まれ、園は収入減に陥ることが考えられます。幼児教育・保育の質の向上を担

保し、きめ細かい幼児教育・保育への取組ために、激変緩和の別途補助金の創設をお願いし
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ます。 

また、子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しにおいて、処遇改善等加算Ⅰの賃金

改善要件分や処遇改善等加算Ⅱの要件確認が、一部、前年度との賃金総額での比較を行う形

に変更されました。公定価格は、園児数に応じた経費が措置される仕組みになっていること

から、園児数が減少した幼稚園・認定こども園においては、教職員の賃金総額を下げざるを

得ないケースがあり、こうした状況にある園において、さらに処遇改善等加算（Ⅰの賃金改

善要件分及びⅡ）が全額支給されなくなることは、深刻な経営危機を招くものです。園児数

が減少している中でも、人材の定着を行い、幼児教育・保育の質の向上に取り組む園に対し

て、処遇改善等加算の一部を支給可能とするなど、柔軟な運用を可能とする見直しを強くお

願いします。 

（２）２号児増加による２号・３号児も合わせた減収への対応 

全日本私立幼稚園連合会の緊急アンケートによると、認定こども園において１号児から２

号児への異動や異動希望が増加しています。２号児認定児童が増えると２号３号児の利用定

員が増加し、公定価格の単価が引き下がり、同一施設に同一利用児童数が維持されても、減

収になる場合があります。 

私立幼稚園由来の認定こども園は中規模、大規模園も多く、こうした公定価格の仕組みに

より、２号認定の待機児童を受け入れることで単価減が起き収入が下がると、２，３号児の

受け入れに躊躇することが想定され、待機児童解消とは逆方向の事態を招きます。何とかこ

うしたことが起きない公定価格の改善を図ってください。 

（３）主幹教諭等専任加算、主任保育士専任加算の見直し 

子育て支援活動に必要な経費は、主幹教諭等を専任化経費によって措置することとされて

おりますが、現状は幼稚園と保育所では加算、認定こども園では減算と制度の仕組みが複雑

です。０．３兆円超メニューにおいても、予算があれば主幹教諭等の選任化は基本分に組み

込むとされていますので、減算形式で統一するなど、制度の見直しをお願いします。 

また、加算の要件を満たせない実態が僻地・離島をはじめ都市部においても見られます。

加算要件を満たしにくい例として、利用定員として３号認定が設定されていない施設(故に

０歳児はいない)、年度初めや期中で０歳児が３名を満たさない元々利用定員３名の施設、特

別支援の該当幼児がいない地域、一時預かり事業一般型のニーズがない地域の施設などがあ

ります。 

そこで、障害児保育利用児がいない場合について考慮する、あるいは乳児３人から１人に

変更する等の要件緩和により、加算要件を緩和し、認定こども園が主任保育士等の専任化経

費を減算されないように変更し、育児相談や子育て支援が弱体化しないようにお願いします。 

   幼稚園の主幹教諭等専任加算は保育所の主任保育士専任加算より額が低く、代替非常勤職

員の配置を行うために適切な水準となっていないので、額の充実をお願いします。 

（４）子育て支援事業へのインセンティヴの付与 

認定こども園は子育て支援事業が必須化されていますが、市町村が行う地域子育て支援事

業の対象にされていないことが多く、事業に対するインセンティヴがない状況です。少子化

が進むなかで、認定こども園に必須化されている子育て支援事業が今後さらに重要度が増す
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ことが予想される中、例えば公定価格の主幹教諭専任加算の取得要件に追加するなどインセ

ンティヴの付与を行うなどの見直しを行って、各園がより積極的に取り組むことができるよ

うな措置を講じるようお願いします。 

Ⅱ－２ 子ども子育て支援新制度の充実（Ⅱ－１を除く） 

  平成２７年度にスタートした子ども子育て支援制度については、制度施行後も様々な改善を

図っていただいていますが、更に質の高い幼児教育・保育を安定的に提供していくためには、

一定の課題もあるため、特に次の点について充実・改善をしていただくよう要望いたします。 

（１） 公定価格について、1号子どもにかかる基本分単価及び処遇改善等加算や給食実施加算等、

各種加算措置の充実 

（２）認定こども園施設整備交付金及び教育支援体制整備事業費交付金の充実 

（３）３歳未満児保育、一時預かり事業、長時間預かり保育等の充実 

（４）新制度の見直しの作業に当たっては、幼稚園から新制度に移行した園の実情・意見を十分

に反映すること 

（５）地域区分を幼児教育・保育独自の形で創設し、地域の人材流出を抑制するため、例えば全

ての県庁所在地を「その他地域」以外の地域に位置づけたり、できるだけ都道府県内での地

域格差を是正する等の措置を講じていただき、人材確保と経営面で地域間の格差を生んでい

る状況を是正していただきたい。 

 

Ⅲ 私立幼稚園施設整備費補助制度の充実 

  多くの子どもや保護者、地域の人々が集う幼稚園の園舎や施設は安全・安心なものであるべ

きことは論を俟ちません。しかしながら、私立幼稚園は小規模施設が多く財政基盤も脆弱であ

ることから、大規模地震対策等の安全対策に困難を感じている園が少なくありません。私立幼

稚園の園舎耐震化の状況は、公立幼稚園や他の私立学校の学校種と比較して遅れをとっている

状況です。補助率の引上げとともに、特に次の事項を要望いたします。 

命を守る観点から、耐震補強、耐震改築など耐震化に係る必要な予算とともに、環境に優し

い環境エネルギーの基盤整備の観点から、エコ改修に必要な予算の確保、充実等を強く要望い

たします。 

 

Ⅳ 質の高い人材の確保 

保育の受け皿の整備が進められる中、幼稚園や認定こども園においては、人材の確保に苦慮

している状況にあります。質の高い教育・保育を実現するためには、質の高い人材の確保が不

可欠です。つきましては、幼稚園・認定こども園の幼稚園教員・保育士等について、質の高い

人材確保に向け、処遇改善はもちろん幼稚園免許の上進を可能とする財政支援など総合的な人

材確保対策を講じていただきますよう要望いたします。 

 

Ⅴ 幼児教育の質の向上 

（１）「公開保育を活用した幼児教育の質向上システム(ＥＣＥＱ)」等も活用した体制整備 

   幼児教育推進体制については、私立幼稚園が実施している「公開保育を活用した幼児教育
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の質向上システム(ＥＣＥＱ)」の成果等も活用し、ＥＣＥＱコーディネーターのように現場

の実践に精通した者が参画した体制が各地で整備されるよう要望いたします。 

（２）キャリアステージにあわせた研修等の機会の確保 

幼児教育・保育のニーズが一層高まる中で、各園における人材の確保は、ますます困難な

局面を迎えています。質の高い人材を園に定着させていくために、基礎的な処遇改善と併せ

て、教育者として資質能力を向上させ、キャリアアップしていくための道筋の可視化や、持

続的な働き方の実現のための好事例の展開、キャリアステージにあわせた研修等の機会の十

分な確保に総合的に取り組んでいただくようお願いします。 

（３）キャリアアップ研修における研修実施主体の認定促進 

子ども・子育て会議で示されたとおり、処遇改善等加算Ⅱに係る研修受講要件については、

令和５年度から段階的に必須化されると承知しておりますが、各自治体において十分な研修

の機会が確保できているとは言えません。研修実施主体の認定が各自治体において進むよう、

国としても働きかけをお願いいたします。 

（４）一種免許状への上進に伴う教員の処遇改善 

また、幼児教育に携わる者の学びは、６０時間で完結することはありません。特に、教育

の質の向上のために一種免許状への上進を果たした幼稚園教諭については、６０時間を優に

超える講習を受けていることが多く、研修受講費を自己負担しているケースも多いため、適

切な処遇改善につなげていただくようお願いします。 

 

Ⅵ 多様な課題に対応する園内体制の整備支援 

幼児教育の質の向上の観点から、園内の支援体制を充実させていくことが望まれます。特別

支援に対応する特別支援教育支援員や、心理・福祉の支援を行うカウンセラーやソーシャル 

ワーカー、教員の働き方改革や園務のＩＣＴ化の観点からのサポートスタッフ（保育補助者等）

等の役割が、制度的に位置づけられるなど明確化されることを期待します。さらに、人件費を

確保できなければ、現場が配置を行うことができず、実効性のある取組とはできないため、必

要な予算措置をお願いします。 

 

Ⅶ 子育ての支援充実 

（１）幼稚園・認定こども園における預かり保育や子育ての支援の推進 

   価値観の多様化、生活様式の多様化、働き方の多様化に対応して、乳幼児を育てる世帯へ

の子育ての支援や社会保障機能のあり方も多様性が求められています。幼稚園・認定こども

園における預かり保育や子育ての支援もこの要請に応えるものであるので、これらを推進す

るため支援施策の充実を要望いたします。 

（２）一時預かり（幼稚園型）の充実 

   幼稚園は、在園児の預かり保育はもとより、子育て支援の観点から、非在籍園児の預かり

を行うことも求められており、一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）の拡充などを通じて、必要な

経費を措置してくださいますようお願いします。 

（３）幼稚園における 2歳児の受入れ支援 
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   家庭での１：１の子育てから幼稚園等での集団保育へスムーズにつなげていくこと（幼稚

園接続保育）は極めて重要であり、２歳児教室などを実施している私立幼稚園もありますが、

保護者のニーズが高いにもかかわらず、公的な支援がほとんどなく、運営に苦慮している実

態にあります。平成３０年度から一時預かり事業（幼稚園型）において２歳児を対象とする

事業が実施されていますが、対象は現在、３号認定を受けた幼児に限られています。こうし

た待機児童対策の観点のみならず、２０２０年５月に閣議決定された少子化社会対策大綱に

おいて「在宅子育て家庭への支援（一時預かり、相談援助等の充実）」が重点課題として挙げ

られていることも踏まえて、在宅子育て家庭への支援充実、２歳から３歳へのスムーズな子

育てという観点にも配慮し、子育て支援活動経費の措置の拡充等により幼稚園における 2歳

児の受入れに対しより幅広い公的な支援をお願いいたします。 

（４）ワークライフバランスの推進 

   子ども・子育て支援の「多様性」や「選択の自由」は、大人の都合のためだけに確保され

るものではなく、あくまでも子どもの最善の利益、子どもの基本的人権を保障するために確

保されるべきものです。 

まさに「こどもがまんなか」の観点からすれば、子育ての支援を保育所や幼稚園等の施設

に過度に依存する「施設万能主義」から脱却し、ワークライフバランスの推進による「家族

で過ごす時間」、「地域で過ごす時間」の確保を図る施策の充実方を要望いたします。 

（５）外国人幼児や海外から帰国した幼児などへの支援 

外国人幼児を受け入れる園にとって、保護者とのコミュニケーションは重要な課題の一つ

です。各園が通訳や支援員を活用したり、専門家による巡回指導が受けられるよう、財政的

な支援の拡充をお願いします。 

 

Ⅷ 被災した子どもや家族の心のケアの担い手育成に対する支援 

被災した子どもや家族は心のケアを必要としていますが、寄り添うべきカウンセラーが不足

しています。幼児教育、私学教育の現場を担う教員（ＯＢを含む）の研修機会の確保や心のケ

アの担い手育成のあり方の研究に関する取り組みについてご支援いただきますよう要望いた

します。 

 

Ⅸ 新型コロナウイルス感染症への対応のための私立幼稚園への支援・延長の充実 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、私立幼稚園・認定こども園では、大変な緊張

感の下、園児や教職員の生命、安全を守るため、それぞれが工夫し様々な対策を講じています。

また、休園中や登園自粛要請中においても、園児の家庭でのオンライン教育にも取り組んで参

りました。 

新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが立たない中、感染症の拡大を防止し、教育の質

を維持するため、今後とも、新型コロナウイルス感染拡大防止のための対策に対する支援を継

続するとともに、教員・保育士へのワクチン接種の促進、緊張の中勤務を続けている職員に対

する慰労金の支給、メンタルヘルス対策、休園時等におけるインターネットを活用した教育へ

の支援等各般の対策を要望します。 
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【５】 日本私立学校振興・共済事業団の充実に関する要望 

 

（要望の趣旨） 

 

わが国の学校教育において、「私立学校」で学ぶ学生生徒等は極めて多く、個性豊かで多様性の

ある教育を通じて未来を担う人材を育成するなど、その果たすべき役割は重要です。少子化の進

展や新型コロナウイルス感染症の影響、デジタル化の加速など私学の経営・教育環境が大きく変

化する中、私学振興のために日本私立学校振興・共済事業団（以下、「私学事業団」という。）が

行う各事業の一層の充実のため、所要の予算措置等の拡充を要望いたします。 

 

（要望の内容） 

 

１．令和２年度より開始した減免資金交付事業について、令和４年度は、さらに申請者数の増加

が見込まれることから、減免資金の交付や実績報告書の精査、調査の実施などの業務に必要な

事務費の更なる予算措置が講ぜられるよう要望いたします。 

 

２．私立学校施設の耐震化は、国公立学校に比べ依然として大きく遅れており、また、東日本大

震災や平成２８年熊本地震など近年の震災において、未耐震化施設に甚大な被害が生じたこと

から、安全・安心な施設の整備のため、耐震化の早期完了が喫緊の課題となっています。この

ため、私立学校施設の耐震化の促進には、私立学校施設の耐震化事業に対する利子助成制度（最

大２０年間）が不可欠であり、当該制度を継続・拡充するとともに、老朽化が進む私立大学附

属病院の建替え事業を促進するための利子助成制度（最大１０年間）についても継続・拡充さ

れるよう要望いたします。また、私立学校に対する従前の貸付事業や私立学校教職員の研修事

業への助成など私学事業団の事業目標達成のため、所要の財政融資資金が確保されるよう要望

いたします。 

 

３. 東日本大震災及び平成２８年熊本地震により被災した私立学校の復旧に向け、災害復旧支援

融資が実施されておりますが、両震災が大規模災害であったことから、現在も復旧のための努

力が続いています。このため、被害を受けた建物等の原形復旧事業や災害復旧経営資金を対象

とする災害復旧支援融資制度が継続されるよう要望いたします。 

 

４. 私立学校を取り巻く経営環境が年々厳しさを増す中、私学事業団が実施する経営支援・情報

提供事業は極めて重要です。特に、経営困難な学校法人に対する経営改善計画等の作成支援の

ための相談体制の充実が強く求められているところであり、より一層の支援を要望いたします。 

 

５. 私学事業団の公的社会保険制度における役割の特質に配慮し、年金給付事業補助及び事務費

補助並びに特定健康診査等補助に対する必要な予算額の確保、さらには都道府県補助金におけ

る地方交付税の措置が講ぜられるよう要望いたします。 
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【６】 一般財団法人 私学研修福祉会研修事業の充実に関する要望 

 

（要望の趣旨・内容） 

 

 一般財団法人 私学研修福祉会は、私立学校教職員の資質向上を図るための研修事業を実施し

ております。この研修事業は、主に日本私立学校振興・共済事業団（以下、「私学事業団」という。）

の私立学校の施設整備等への融資事業による貸付利息等から生じた「前年度利益金」を原資とし

た「助成金」によりまかなわれております。 

 近年の人口全体の減少傾向による少子化の影響のみならず、昨年発生した新型コロナウイルス

への対策としてＩＣＴ活用のための通信環境の整備や、健康被害を予防するための「新しい生活

様式」に対応した施設の整備が急務となるなど、私立学校を取り巻く環境は大きく変化しており

ます。 

これによる想定外の支出増や退学者の増加等による利益の減少により経営困難となる学校の

増加が危惧され、私学事業団の貸付債権回収への影響や近年多発している自然災害による被害か

らの復旧に係る被災支援の長期低利融資の影響などによる収支の悪化もあり、私学事業団の利益

金確保が更に困難となる状況が予想されています。 

 

 経験のないパンデミックの中で、改めて教育の本質が問われ、広がる教育格差をいかに埋めて

いくべきかが大きな課題となっております。このような局面に際し、これから先の社会を再構築

していくための人財を育成していくことが必要不可欠であることは明白です。 

つきましては、私立学校教職員の資質向上を通して、私学はもとより日本全体を担う人材の育

成に繋がる重要な役割を果たしていることを十分にご理解いただき、これを目的とする研修事業

の充実・継続のための安定的な財政基盤の強化・財源確保方策が講ぜられるよう強く要望いたし

ます。 

 

 

 


